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プロジェクト・サイト 



写     真 
 

ケース・カンファレンスの様子（NRH） 

 

 

本邦研修後に作成した自助具（中央のアームスリング）

〔ナンゴン総合病院（YGH）〕 

  

国立リハビリテーション病院（NRH）関係者との協議 TOTを通して専門家、 

カウンターパートにより協働開発された教材 

（左から、脳卒中、脳性麻痺、脊髄損傷） 

2013 年 2 月上旬に新しい建物に移転した 

ネピドー総合病院（NGH）を視察 

第 8回合同調整委員会にて 

保健省保健局（DOH）から副局長が出席  
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略語 正式名称 和 訳 

CBR Community-based Rehabilitation 地域に根ざしたリハビリテーション 

CP Cerebral palsy 脳性まひ 

C/P Counterpart カウンターパート 

DAC Development Assistance Committee 開発援助委員会 

DOH Department of Health （保健省）保健局 

DPs Development Partners 開発パートナー 

HRD Human Resource Development 人材開発 

MGH Mandalay General Hospital マンダレー総合病院 

M/M Minutes of Meeting 協議議事録 

MOH Ministry of Health 保健省 

MSW Medical Social Worker 医療ソーシャルワーカー 

MSWRR 
Ministry of Social Welfare, Relief and 

Resettlement 
社会福祉救済復興省 

NGH Nay Pyi Taw General Hospital ネピドー総合病院 

NGO Non-Governmental Organization 非政府組織（民間団体） 

NOGH North Okkalapa General Hospital 北オカラパ総合病院 
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ODA Official Development Assistance 政府開発援助 

OJT On-The-Job Training オンザジョブ・トレーニング 

OR Operational Research オペレーショナルリサーチ 
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PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マトリックス 
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PO Plan of Operation 活動計画表 
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PWD Person with disabilities 障害者 
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R/D Record of Discussions 討議議事録 

SCI Spinal cord Injury 脊髄損傷 

ST Speech Therapy 言語聴覚士 



 

 

SV Senior Volunteers シニア海外ボランティア 

TOT Training of Trainers 講師養成研修 

UMT University of Medical Technology 医療技術大学 

YGH Yangon General Hospital ヤンゴン総合病院 
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評価調査結果要約表 
１．案件の概要 

国名：ミャンマー連邦共和国 案件名：リハビリテーション強化プロジェクト

分野：障害者支援 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：人間開発部高等教育・社会保障グ

ループ社会保障課 
協力金額（評価時点）：3億1,000万円 

協力

期間 

（R/D）：2008年3月31日署名 

2008年7月23日から 

2013年7月22日まで（5年間） 

先方関係機関：保健省 

日本側協力機関： 

国立障害者リハビリテーションセンター、日

本理学療法士協会、日本作業療法士協会 

１－１ 協力の背景と概要 

ミャンマー連邦共和国（以下、「ミャンマー」と記す）においては、人口の2.3％に当たる約

120万人が障害を抱えているとされている。ミャンマー政府は、社会福祉救済復興省（Ministry 

of Social Welfare, Relief and Resettlement：MSWRR）による障害者の教育、職業訓練、雇用など

の社会的サービス、保健省（Ministry of Health：MOH）による障害の予防とリハビリテーショ

ンなど保健・医療サービスを提供しているが、サービスの範囲が限られているほか、質も低く、

多くの課題を抱えている。特に医療リハビリテーションについては、サービスの範囲が大都市

やその周辺に限られている。このような状況から障害者が受けられる基本的な医療リハビリテ

ーションサービス機会の増大、サービス提供者の技術の向上などへの取り組みが急務となって

おり、ミャンマー政府から技術協力の要請がなされ、本プロジェクトが開始された。本プロジ

ェクトは保健省をカウンターパート（Counterpart：C/P）機関として、2008年7月23日から2013

年7月22日までの5年間の計画で、国立リハビリテーション病院（National Rehabilitation 

Hospital：NRH）を中心にサービスの向上をめざして実施されている。 

今般、2013年7月のプロジェクト終了を控え、プロジェクト活動の実績、成果を評価すると

ともに、今後のプロジェクト活動に対する提言及び類似事業の計画・実施に関する教訓を導く

ことを目的として、終了時評価調査団が派遣された。 

 

１－２ 協力内容 

（1）上位目標 

＜目 標＞ 

ミャンマーにおけるリハビリテーションサービスの質が向上する 

＜指 標＞ 

1. マンダレー総合病院（Mandalay General Hospital：MGH）、ネピドー総合病院（Nay Pyi 

Taw General Hospital：NGH）、ヤンゴン総合病院（Yangon General Hospital：YGH）

においてリハビリテーションサービスに対する患者の満足度が向上する。 

2. MGH、NGH、YGHにおいてリハビリテーション患者が増加する。 

 

（2）プロジェクト目標 

＜目 標＞ 

NRHにおいて質の高いリハビリテーションサービスを提供するためのシステムが強化

される。 

＜指 標＞ 

1. NRHのリハビリテーションサービスに対する満足度調査の結果が5点満点中4を超
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える。 

2. 退院患者の身体・精神状況が改善する。 

3. NRHでの入院日数が減少する。 

 

（3）成 果 

＜成果1＞ 

リハビリテーションサービスに関するNRHの訓練システムが向上する。 

＜指 標＞ 

1.1 講師養成研修（Training of Trainers：TOT）用の教材が研修ニーズに基づいて開発さ

れる。 

1.2 TOT参加者のリハビリテーションサービスに関する技術・知識が向上する。 

1.3 TOTで養成された理学療法士（Physical Therapy：PT）が他のスタッフを訓練できる

ようになる。 

1.4 NRHスタッフの研修企画・実施能力が強化される。 

 

＜成果2＞ 

NRHのリハビリテーションサービスの質を改善するための体制が強化される。 

＜指 標＞ 

2.1 NRHにおいてリハビリテーションサービスのモニタリング・評価システムが開発さ

れる。 

2.2 モニタリング・評価が定期的に行われ、この結果に基づいてサービスを改善するた

めの活動が計画される。 

2.3 NRHにおけるリハビリテーションサービスがチームアプローチにより実践される。

2.4 リハビリテーションサービスの記録がNRHの全部門で共有される。 

2.5 NRHにおいてリスク管理システムが開発され、運用される。 

2.6 ニーズに基づいて患者用教育の印刷教材とAV教材が開発される。 

2.7 NRHが物理的にアクセスしやすくなる。 

 

＜成果3＞ 

NRHと社会福祉救済復興省（MSWRR）を含むリハビリテーション関連施設との連携が

向上する。 

＜指 標＞ 

3.1 他病院・非政府組織（Non-Governmental Organization：NGO）からNRHにリファー

される患者の数が増加する。 

3.2 医療ソーシャルワーカー（MSW）部門が有するリファーラルのプログラムの数が増

加する。 

3.3 NRHからリファーされる患者が増加する。 

 

（4）投入（終了時評価時点） 

日本側： 

長期専門家派遣  4名 

短期専門家派遣 12名〔PT、リハビリテーション医療、作業療法（Occupational 

Therapy：OT）、リハビリテーション看護、言語療法（Speech Therapy：ST）〕 

研修員受入 33名 

機材供与 41万3,889 USドル（NRHに対するリハビリテーション資機材） 
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ローカルコスト負担 4,120万3,000円（2012年12月まで） 

    

ミャンマー側： 

カウンターパート配置 

プロジェクトオフィス提供（電話代・光熱費含む） 

ローカルコスト負担 約19万8,000円 

 

２．評価調査団の概要 

調査者 

団長・総括 久野研二 JICA国際協力専門員（社会保障） 

リハビリテーション医療 江藤文夫 国立障害者リハビリテーションセンター

総長 

協力企画 桑原知広 JICA人間開発部社会保障課 副調査役 

評価分析 野口純子 一般財団法人国際開発機構 主任研究員 

調査期間 2013年2月14日～2013年2月23日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）プロジェクトの成果 

＜成果1＞ 

脊髄損傷（Spinal cord Injury：SCI）、脳性まひ（Cerebral palsy：CP）、脳卒中の3テー

マでTOT用教材が作成された。2013年2月までに5回のTOTが実施され、SCI、CP、脳卒

中のテーマのTOTにそれぞれ40名、48名、25名が参加した。全コースで受講者は理解度

を向上させている。SCIとCP第2回TOTでは講師はすべてミャンマー人が務めた。研修講

師に対する事後アンケートでは研修準備・運営に関して受講者から高い評価を得てお

り、講師養成は着実に進んでいる。NRH内に人材開発（Human Resource Development：

HRD）チームが編成され、TOTの運営を行っている。NRHは研修運営スキルを強化しつ

つあるといえる。 

 

＜成果2＞ 

NRHのリハビリテーションサービスのモニタリング・評価のツールとして、さまざま

なフォームが導入または改善され、満足度調査をはじめとして、定期的にモニタリン

グ・評価されている。NRHはチームアプローチを用いてさまざまな業務を実施している。

また、さまざまなシステムが導入・強化されており（特に患者記録システムとケース・

カンファレンス）、これらは定着しつつあるといえる。リスク管理システムも新たに導

入されたひとつである。 

NRHはさまざまな患者教育用教材を作成しており、全国のリハビリテーション病院・

関連施設に配布している。利用度や使い勝手に関する評価も高い。 

また、NRHにおいてバリアフリー化が進んだ。患者の満足度調査でも手すりをはじめ、

高く評価されている。 

 

＜成果3＞ 

2012年にNRHにリファーされた患者の数は2009年と比較すると増加している。また、

MSW部門が擁するリファーラル・プログラムも充実し、2012年3月から同年12月までの間

に、557名の患者が27のさまざまなプログラムにリファーされた。しかしながら、希望す
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る全員がリファーされるのは難しく、例えば、資金源不足により車いすが提供されない

患者もいる。 

 

（2）プロジェクト目標 

NRHの患者満足度調査（NRHスタッフによる治療・リハビリテーション、資機材、リフ

ァーラルのサービス）では、第1回より第4回まで平均点4.0を超え、回数を経るごとに点数

のばらつきも小さくなっている。退院時評価でも、大半の患者が「健康上の問題はない」、

精神的な状態は「とても良い」「良い」と回答している。入院日数は2011年まで減少を続

けたが、2012年に増加した。 

 

（3）上位目標 

MGH、NGH、YGHにおいて患者の満足度調査はまだ実施されていない。調査フォーマ

ットはほぼ確定し、残りのプロジェクト期間でベースラインデータが（CP小児を受入対象

としていない病院があるため、SCI及び脳卒中患者に対象を絞って）収集される予定であ

る。 

YGHではTOTや本邦研修の内容が病院内で共有され、業務改善や自助具の作成等につな

がっている。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性 

以下の理由から妥当性は高い。 

・ ミャンマーの保健セクター計画「国家保健計画（2006～2011年）」で記されている42

の優先疾病の1つが障害である。同計画は12のプログラムを打ち出しており、このう

ちの1つの「病院ケアプログラム」の中に「地域に根ざしたリハビリテーション

（Community-based Rehabilitation：CBR）プロジェクト」があり、「多くの保健分野の

専門職はいまだ、障害関連イシューへの適切な認識がなく」、保健分野の人材が十分

に訓練されていないことが「病院等の機関によるサービスが拡大するのを妨げてい

る」と説明されている。 

・ ミャンマーでは障害者人口は約120万人（全体の2.32％）であると推計される。国内の

大学では理学療法士（PT）が養成されているが、国内のニーズをすべて満たすには十

分でない。 

・ プロジェクト開始時の援助重点分野のひとつは「緊急性が高く、真に人道的な案件」

であり、この中で「社会的弱者に対する支援」が開発課題となっていた。2012年4月

に開催された第4回日本・ミャンマー首脳会談で示された方針のひとつが「国民の生

活向上のための支援」であり、その目標には「（中略）今後も民生分野や少数民族に

恩恵の及ぶ支援を推進」することと明示されている。 

 

（2）有効性 

以下で述べるとおり、有効性は高い。 

・ プロジェクト目標は達成されている。すなわち、NRHは患者にとって満足度の高いリ

ハビリテーションサービスを提供しており、患者は身体的・精神的に良い状態で退院

できている。 

・ プロジェクトの成果は計画どおりに産出され、プロジェクト目標の達成につながって

いる。第一に、これまで実施されたTOTの5コースは受講者、講師ともに満足度が高く、

また受講者の知識は向上している。TOTを受講したNRHスタッフは自分の知識・技術
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に自信をもって患者に対応できており、サービス向上につながっている。第二に、NRH

はプロジェクトを通して複数の業務システムを強化させた。これらによってリハビリ

テーションサービスは改善し、患者への対応もより効率的・効果的なものとなった。

第三に、患者のリファーラル・プログラムが内容・数量的に充実し、退院患者も職業

訓練、資金援助などのプログラムを享受できるようになった。 

・ プロジェクト目標に大きく影響した外部要因はなかった。 

 

（3）効率性 

以下のとおり、プロジェクト全体としての効率性は高い。 

・ プロジェクトの成果は計画どおりに産出されている。第一に、NRHはリハビリテーシ

ョン分野における人材育成の中核機能を強化しつつある。具体的には、CP、SCI、脳

卒中という3つのテーマにおいて研修カリキュラム・教材を策定し、研修講師も育成

された。第二に、NRHはリハビリテーション病院としての機能を強化した。個々のス

タッフは知識・技術を向上させ、組織としてもさまざまな業務システムを強化してい

る。第三に、退院患者のリファーラル・プログラムが充実した。 

・ ビザ発行遅延によりJICA短期専門家の派遣が遅れた以外は、ミャンマー政府、日本政

府の双方から投入はおおむね計画どおりに行われている。プロジェクトの初期は活動

の進捗が滞ったこともあったが、専門家交代とともにプロジェクト運営が大きく改善

され、活動遅延分はカバーされた。 

・ 成果産出に大きく影響した外部要因はなかった。 

 

（4）インパクト 

上位目標の達成は時期尚早であるが、正のインパクトが生じている。負のインパクトは

生じていない。 

・ 全国のPTを対象とする専門研修はプロジェクト終了後に予定されており、全国のリハ

ビリテーション病院の質が向上するという上位目標達成を見込むのは時期尚早であ

る。しかし、この研修が実施されれば、研修受講者が所属する病院においてリハビリ

テーションサービスの質が向上することは期待できる。 

・ 次のような正のインパクトが生じている。例えば、NRH及びYGHにおいて、TOTや本

邦研修の参加者が日本のリハビリテーションからヒントを得てミャンマー国内で調

達可能な資材で自助具を幾つか作成している。また、作業療法（OT）や言語療法（ST）

療法分野の人材育成への期待が高まった。 

 

（5）持続性 

プロジェクトの効果（NRHにおけるリハビリテーションサービスの質の向上と、全国の

リハビリテーション病院のサービスの質の向上）の持続性は期待できる。 

・ NRHスタッフはリハビリテーションに関する知識と技術を向上させている。また、

NRHでは最新のリハビリテーション資機材も多く導入されたほか、研修教材や専門図

書も整備された。このように技術的側面から持続性は担保されている。懸念材料は、

調達機材は現在良い状態で使用されているが、輸入資機材が故障した場合、NRHは独

自に修繕方法を検討しなければならないことである。 

・ 組織的側面としては、NRHは複数の業務システムを改善している。NRHの院長をはじ

めとするHRDメンバーはこれらのシステムの目的と各自の役割を適切に認識してお

り、これらのシステムはNRHに定着しつつあるといえる。しかしながら、プロジェク

ト期間中これらのシステムを機能させるためにHRDメンバーが大きな時間と労力を
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けていたが、より持続的で望ましい方法が必要である。 

・ 全国のリハビリテーション分野の人材育成として、HRDメンバーはPT対象の専門研修

を計画し始めたところである。第1回は2013年9月に予定されている。カリキュラムと

教材はプロジェクトで実施しているTOT用のものをそのまま利用できる。講師もTOT

により要請されている。 

・ 専門研修に必要な予算としては、保健局は2012年9月に実施された会議で研修の継続

的な支援（少なくとも2013年～2018年までの計6回分の研修）を約束している。専門

研修では全国から受講者が参加するが、宿舎についてYGHも提供するとの申し出もあ

る。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 

特になし。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

JICA専門家はもちろんのこと、NRHスタッフはTOTのカリキュラム・教材開発、講義準

備・実施、各種評価フォームの作成、定期的ミーティングなどに多くの時間と労力を割い

ている。彼らのコミットメントなしにプロジェクトの計画どおりの活動や結果はなし得な

かった。 

・ マネジメントにおいてもチームアプローチを採用している。例えば、HRDメンバーの

構成や本邦研修の選定においてチームを重視した。これにより、本邦研修ではさまざ

まな視点から研修内容を理解することができ、研修成果を帰国後にチームとして適用

することができたという利点があった。 

・ プロジェクト初期にコミュニケーションの問題があったが、中盤以降大きく改善され

た。執務スペースが近く、ミーティングも定期的に実施され、コミュニケーションは

スムーズで生産的であった。JICAに対しても専門家から業務進捗報告書として、プロ

ジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）に基づくプロジェ

クトマネジメントに必要な情報が記載され、定期的に提出されている。 

・ 本プロジェクトの活動では、計画して実施するだけにとどまらず、その振り返りが次

の活動の計画・改善に活用されている。 

・ プロジェクトでは活動の実施を詳細に記録している。活動実施に直接かかわった関係

者でなくてもその様子が的確に理解できるようになっている。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 

・ プロジェクトの前半期間の問題として、成果3の「連携の強化」と上位目標の「全国

のリハビリテーションサービスの質の向上」について、それぞれ何をどこまでどのよ

うにめざすのか必ずしも明確でなかった。活動計画や指標設定もそのように行われて

いなかった。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

・ ビザ発行が遅れたために、専門家の派遣が遅れたり、時期が大幅に後ろにずれること

となった。TOTについては一部カリキュラムを変更して対応せざるを得なかった。プ

ロジェクト後半はこの問題は生じていない。 
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３－５ 結 論 

上述のとおり、プロジェクトの妥当性、有効性、効率性は高く、更なる正のインパクトも持

続性も近い将来期待できる。よって、プロジェクトは予定どおり2013年7月に終了することが

望ましい。 

プロジェクトは成功裏に終了を迎えつつある。この成功を基に、ミャンマーにおけるリハビ

リテーション分野は次なるステージに到達している。それは、OTやSTを含むリハビリテーシ

ョンのサービス領域の拡大と、質の高いサービス提供の地域的な拡大である。 

 

３－６ 提言・教訓 

（1）提 言 

＜保健省保健局（DOH）に対する提言＞ 

・ 次期「国家保健計画」において医療リハビリテーションの優先度を上げる。 

・ 既存のリハビリテーションサービスに加えてOTやSTを含めてサービス領域を拡大

する。 

・ PT対象の専門研修を少なくとも年に1回実施する。状況が許せば、実施回数を増加

させる。 

・ PT専門研修を効果的に実施するため、NRHほか関連病院に必要な予算・人員措置を

行う。 

・ PT専門研修に講師がスムーズに派遣されるよう所属病院に奨励する。 

・ PT専門研修の講師の動機づけとして、保健局（DOH）から相応の認定を行う。 

・ PT専門研修のインパクトを測定するため、患者の満足度調査（上位目標の指標）を

実施する。 

・ 今後、研修カリキュラムが改訂される際、新しいトピックを加える。 

・ プロジェクトの成果をミャンマー全国に普及する。 

・ NRHに供与された資機材の維持管理用の予算を計上する。 

 

＜NRHに対する提言＞ 

・ プロジェクトによって強化されたさまざまな業務システムについて、終了後の運用

方法を検討する。 

・ 効果を持続するため、プロジェクト終了後の具体的な活動計画を策定する。 

・ 研修やセミナーの機会を利用して、プロジェクトで得た経験を他の病院と共有する。

 

＜拡大版HRDメンバーに対する提言＞ 

・ プロジェクトが終了する前に、PT専門研修の実施に向けた活動計画を策定する。 

・ PT専門研修の準備委員会（専門研修の運営ユニット）を設立する。 

・ 保健省保健局（DOH）、NRH、YGH等と綿密に連携しながら、PT専門研修を運営す

る。 

・ 各専門研修の終了時には、研修評価を行い、次回の研修の改善に活用する。 

 

＜その他の関係者に対する提言＞ 

・ YGHはPT専門研修に対してもTOT同様の支援を行う。 

・ NGH、MGH、北オカラパ総合病院（North Okkalapa General Hospital：NOGH）、UMT

等はTOT同様に、PT専門研修の運営に積極的に関与する。 
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＜JICAへの提言＞ 

・ 効果を拡大するため、ミャンマー側に対して必要で適切な支援を検討する〔シニア

海外ボランティア（Senior Volunteers：SV）派遣等〕。 

・ ミャンマーのリハビリテーション分野の発展を注視し、適切であれば更なる協力を

検討する。 

 

（2）教 訓 

・ 本プロジェクトは活動の目的に応じて、機能別の複数のチームを組織化した（教材

作成、リスク管理、評価用紙作成等）。これによりメンバー間で効率的・効果的な

情報共有が可能となり、メンバーの高いコミットメントも維持される。また、チー

ムの構成を工夫することにより、チームアプローチがより促進される。ただし、プ

ロジェクト終了に向けてこれらのチームを既存の体制に吸収させる必要がある。 

・ 本プロジェクトは、TOT運営の延長として、プロジェクト終了後にNRHが中心とな

って進めるPT専門研修の下地づくりを進めている。プロジェクトの効果持続と上位

目標の達成に向けた活動を戦略的に実施することが必要である。具体的にはプロジ

ェクト終了後に継続する活動を意識して、プロジェクトを実施する。また、上位目

標達成に必要となる外部条件を取り込む工夫が必要である。 

・ 本プロジェクトではプロジェクト目標の指標に「3. NRHでの入院日数が減少する」

が設定されていた。今般の終了時評価調査において、入院期間に影響する変数はプ

ロジェクト目標で言及されているリハビリテーションサービスの質以外にもさま

ざまあることから、この指標はプロジェクト目標の指標として利用することは困難

と判断された。今後類似分野での協力を行う際、本件留意を要する。 
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評価調査結果要約表（英文） 
1. Outline of the Project 

Country: Myanmar Project Title: Project on Strengthening of 

Rehabilitation 

Issue/Sector: Assistance for persons with 

disabilities 

Cooperation scheme: Technical Cooperation 

Project 

Office in Charge: Human Development 

Department, Higher Education and Social 

Security Group, Social Security Division 

Total cost (at the time of evaluation):  

310 million yen 

Period (R/D): 31st March 2008 

23rd July 2008 – 22nd July 2013 

Partner Country’s Implementing Organization: 

Ministry of Health 

Supporting Organizations in Japan: National 

Rehabilitation Center for Persons with Disabilities, 

Japanese Physical Therapy Association and 

Japanese Association of Occupational Therapists 

1-1 Background of the Project  

In Myanmar, the number of persons with disabilities (PWD) is estimated to be 1.2 million which is 

equivalent to 2.3% of the national population (2010). The Myanmar Government has provided special 

education, social services like vocational training and employment for PWDs via efforts of the Ministry 

of Social Welfare, Relief and Resettlement (MSWRR). Also the Ministry of Health (MOH) has 

provided medical and health services of prevention and rehabilitation. However, the services being 

provided were insufficient in quantity and quality. There was an urgent need for increasing 

opportunities of basic medical rehabilitation services for persons with disabilities and upgrading 

techniques of the service providers. In such circumstances, the Myanmar Government requested 

technical cooperation to the Japanese Government. JICA and MOH have implemented the entitled 

Project since July 2008 mainly at the National Rehabilitation Hospital (NRH) which is the only national 

hospital specialized in rehabilitation.  

The Terminal Evaluation was conducted for the purpose of evaluating the achievement of the 

Project. 

 

1-2 Project Overview 

(1) Overall Goal 

Quality of rehabilitation services in Myanmar is improved 

<Indicator> 

 

1. Satisfaction of patients to rehabilitation services at Mandalay General Hospital (MGH), (Nay Pyi 

Taw General Hospital) NGH, and Yangon General Hospital (YGH) is increased 

2. Number of patients treated for the rehabilitation service at MGH, NGH, and YGH is increased 

 

(2) Project Purpose 

The system for providing quality rehabilitation services in NRH is strengthened. 

<Indicators> 

1. Satisfaction of patients to rehabilitation services at NRH exceeds 4 in five-grade evaluation. 

2. Health and mental condition of discharged patients are improved. 
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3. Hospitalization period at NRH is shortened. 

 

(3) Outputs 

<Output 1> 

Training systems of NRH for rehabilitation services are improved. 

<Indicators for Output 1> 

1.1 Training materials for the Training of Trainers (TOT) are developed based of the training needs. 

1.2 Techniques and knowledge on rehabilitation service of participants of TOT are improved. 

1.3  Physiotherapists trained in TOT are able to train other staff. 

1.4 Capacity of NRH staff to plan and conduct training is strengthened. 

 

<Output 2> 

The systems to improve the quality of rehabilitation services in NRH are upgraded. 

<Indicators for Output 2> 

2.1  Monitoring and evaluation system for rehabilitation service is developed in NRH. 

2.2  Monitoring and evaluation are regularly conducted and activities to improve services are planned 

and carried out based on the result. 

2.3  Rehabilitation service in NRH is delivered by team approach among each specialty. 

2.4 Recording of rehabilitation service is shared among all the departments of NRH. 

2.5  Risk management system is developed and maintained in NRH. 

2.6  Printed-materials or audio-visual materials are developed based on the needs. 

2.7  Physical accessibility of NRH is improved. 

 

<Output 3> 

The collaboration between NRH and rehabilitation related institutions including institutions from the 

MSWRR is enhanced. 

 

<Indicators for Output 3> 

3.1 Number of patients being referred to NRH from other hospitals and NGOs is increased. 

3.2 Number of the referral programs in the Medical Social Work (MSW) section is increased. 

3.3 Number of patients being referred to other sectors from NRH is increased. 

 

(4) Inputs 

Japanese Side: 

 Expert dispatch:  4 long-term experts and 12 short-term experts (physical therapy (PT), 

Rehabilitation Medicine, occupational therapy (OT), Rehabilitation Nursing, 

speech therapy (ST)) 

 Training in Japan and China:  33 trainees 

 Provision of equipment and machinery:  USD 413,889 

 Local cost:  JPY41,203 thousand 

Myanmar Side: 

 Assignment of counterpart personnel 

 Project office space (including telephone bills and electricity expenses) 

 Project cost:  USD 2,210 
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2. Evaluation Team 

Members Leader Dr. KUNO Kenji (Senior Advisor on Social Security, JICA) 

Rehabilitation Medicine Dr. ETO Fumio (President, National Rehabilitation Center for 

Persons with Disabilities) 

Cooperation Planning Mr. KUWABARA Tomohiro (Social Security Division, 

Human Development Department, JICA) 

Evaluation Analysis Ms. NOGUCHI Junko (Senior Researcher, Foundation for 

Advanced Studies on International Development) 

Period 14th February 2013 – 23rd February 

2013 

Type of Evaluation: Terminal Evaluation 

3.  Results of Evaluation 

3-1  Project Performance 

(1) Achievement of Outputs 

<Output 1> 

As materials for TOT, manuals were elaborated on spinal cord injury (SCI), cerebral palsy (CP) 

and stroke; all the necessary materials were developed. All of them were revised based on the feedback 

from the first TOT courses. As of February 2013, five TOT courses were conducted. In total, 40 trainees 

participated in TOT on SCI, 48 trainees participated in TOT on CP, and 25 trainees participated in TOT 

on stroke. In the second TOT on SCI and CP, all trainers were from the Myanmar side who had been 

trained in the first TOT. In the evaluation by the participants of the second TOT, the trainers received 

high evaluation regarding their class preparation and management. Thus, it can be said that the 

Myanmar personnel trained in TOT have gained sufficient knowledge and skills as trainers and are 

ready for the future training courses. TOT has been managed by the Human Resource Development 

(HRD) Team established within NRH. NHR has been upgrading its management skills through 

hands-on experience. 

 

<Output 2> 

As tools of monitoring and evaluation of rehabilitation services, various forms have been 

introduced, and regular monitoring and evaluation has been conducted. Also, NRH has made various 

efforts in the team approach including: Recording system; Risk management system; and Case 

conference. 

Several educational materials for the patients were elaborated and distributed to related hospitals 

and institutions. The usage of these materials was evaluated high. The physical accessibility has been 

improved at NRH. The most highly evaluated equipment is handrail. 

 

<Output 3> 

The number of the patients referred to NRH in 2012 increased compared to 2009. Currently 27 

referral programs are available from the MSW Section of NRH. From March to December 2012, a total 

of 557 patients were referred to various programs with difference sources. However, there are a few 

patients who need but not are given a wheelchair due to lack of financial sources. 

 

(2) Project Purpose 

Patients’ satisfaction survey has been conducted for four times regarding the treatment by NRH 

staff, equipment and referral service. The patients’ satisfaction increased and remains high. Also in the 
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assessment of the inpatients on discharge, most patients answered that they have “no health problem”, 

and that they feel mentally “very good” or “good”. The average days of hospitalization decreased from 

the year 2008 to 2011, but increased in 2012. 

 

(3) Overall Goal 

The baseline data will be collected as one of the Project activities in the remaining period of the 

Project. For the future evaluation, the survey format has been agreed on SCI and stroke patients’ 

satisfaction, as some hospitals do not treat CP patients. 

At YGH, the participants of TOT and the Study Visit to Japan have shared acquired knowledge 

and skills with their colleagues and improved their services. For example of the Project impacts, they 

got ideas from the Japanese rehabilitation services and made several assistive devices and training tools 

with materials available in Myanmar. 

 

3-2  Summary or Evaluation Results 

(1) Relevance 

The Project relevance is evaluated high from the following reasons. 

 The objectives of the Project are in accordance with the Myanmar’s health sector policy “National 
Health Plan (2006-2011),” which is still effective at the moment. 

 The National Disability Survey (2010) indicated that Myanmar has a disability prevalence of 2.32 
percent, translating to approximately 1.2 million persons living with disability. Several universities 
provide opportunities to train rehabilitation professionals; however it is still insufficient to cover all 
the needs in the country 

 When the Project started, one of the priority areas of Japanese Assistance for Myanmar was 
“emergent and humanitarian assistance, which included support for socially vulnerable people”. The 
current assistance policies include “assistance for improvement of people’s livelihoods”.. 

 
(2) Effectiveness 

The Project effectiveness is evaluated high from the following reasons. 

 The Project Purpose has been achieved. In other words, NRH provides rehabilitation services which 
satisfy the patients, and they are discharged with good physical and mental conditions. 

 The Project Outputs have been produced as planned and these have contributed to the achievement 
of the Project Purpose. First, every TOT courses were conducted satisfactorily and NRH staff now 
can treat the patients with more upgraded knowledge, skills and confidence. Second, NRH has 
reinforced various rehabilitation services through the patient report system, case conferences, 
barrier-free facilities, risk management system. Third, the extended and enriched referral system has 
connected the discharged patients and various programs such as vocational training, provision of 
wheel chairs, etc. 

 There was no influence of the external factors to the achievement of the Project Purpose. 
 
(3) Efficiency 

Considering the following, overall, efficiency of the Project is evaluated as high. 

The Project Outputs have been produced mostly as expected. First, NRH has upgraded its functions 
as the HRD center in the county. NRH has developed training curriculum and materials on CP, SCI 
and stroke, and trainers have been trained. It also produced various pamphlets on rehabilitation 
services. Second, NRH strengthened its functions also as the rehabilitation hospital. Third, the
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 referral programs have been extended. 
 Both Myanmar and Japanese government allocated resources mostly as planned, except a few 

delays in the early period, namely the postponed dispatch of the short-term JICA experts due to the 
delayed issue of the visa. However, since the Project members changed by the Japanese side, the 
inputs and activities have been speeded up to make up for the delay by much improved 
communication and project management. 

 There was no influence of the external factors to the achievement of the Outputs. 
 
(4) Impact 

Several positive impacts have been observed at NRH and YGH. More positive impacts can be 

expected in the near future. No negative impact has been reported. 

 The Specialized Training Courses have not started yet, so it is too early to expect the Overall Goal 
at the moment. If the courses are conducted as planned, there will be upgraded services and patients’ 
satisfaction at the hospitals whose staff participates in the courses. 

 Besides, the following positive impacts have come out. First, at NRH and YGH, the participants of 
TOT and the Study Visit got ideas from the Japanese rehabilitation services and made several 
assistive devices and training tools on their own. Second, expectations have been raised for HRD in 
the areas of OT and ST, although currently PT covers needs of OT and ST in the rehabilitation 
services.  

 
(5) Sustainability 

It is assumed that NRH would maintain and upgrade rehabilitation services by itself after the 

Project. And, if the training courses are conducted with the developed resources at NRH in the near 

future, sustainability of the Project effect will be assured. 

 Staff of NRH has acquired sufficient knowledge and skills for rehabilitation services. And, NRH is 
now equipped with many of the latest rehabilitation facilities and resources such as the training and 
reference materials. Thus, sustainability will be assured in technical aspects. However, there is one 
concern, which is cost for repair of the procured equipment. 

 As organizational factors, NRH has upgraded various systems. The Medical Superintendent and 
staff share the purpose and understand its role in each system. It can be considered that these 
systems have become ingrained at NRH. It needs to be considered how to maintain these systems 
without extra burden after the Project. 

 As for the continuity of the future training courses for HRD in the country, HRD members has 
started planning of the “Specialized Training for PT” on SCI in September 2013. The curriculum 
and materials are ready, as those of the second TOT on SIC can be utilized. Trainers have also been 
trained. 

 For the necessary budget of the Specialized Training which will be held 6 times in total from 2013 
to 2018, DOH confirmed the continuous support and necessary financing in the meeting held in 
September 2012. And, YGH has offered to provide part of accommodation for the participants. 

 
3-3 Factors that Promoted Realization of Effects 

(1) Factors Concerning the Planning 

 Not in particular. 
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(2) Factors Concerning the Implementation Process 

 HRD members, as well as JICA experts, have devoted huge time and efforts for various activities 
which include curriculum and material development of TOT courses, lectures, elaboration of 
evaluation forms for rehabilitation services, meetings, etc. Their dedication has enabled timely and 
effective implementation of the Project. 

 The Project has placed much importance in the team approach in project management, especially in 
the composition of HRD Team and selection of the participants of the study visit to Japan. For 
example, the participation as a team of doctor, nurse and PT promoted understanding from multiple 
perspectives and helped the learning to be applied as a team when they came back to the hospitals. 

 There was communication difficulty at the beginning of the Project, but this was resolved in the 
latter half. Both HRD members and JICA experts have worked at NRH. They communicate with 
each other whenever necessary, and have held regular monthly HRD meetings for project 
management. Communication within the Project has been smooth and productive. So as the 
communication with the Project and JICA, monitoring reports have been submitted with sufficient 
information on project management from the Project to JICA.  

 Feedback functions effectively in the Project. For example, when the training is finished, the Project 
conducts an evaluation to review that training and prepare for a better next training. Thus, activities 
are implemented in the Plan-Do-Check-Action cycle.  

 The Project has recorded the Project implementation process and results. Besides, the Project 
monitors its progress by collecting data and related information based on the indicators set in the 
PDM. These records help the Project members understand the progress precisely. 

 
3-4  Factors that Impeded Realization of Effects 

(1) Factors Concerning the Planning 

 At the first half of the Project, there was not a clear definition and understanding on “collaboration 
for referral” and “improvement of rehabilitation services in other hospitals.” 

 
(2) Factors concerning the Project Implementation 

 Dispatch of two JICA short-term experts was delayed or canceled because the timing of visa 
approval was not corresponded appropriately.  As a result, part of TOT curriculum had to be 
modified and a training course was postponed. This was solved in the latter half of the period. 

 
3-5  Conclusion 

As described above, the Project has high relevance, effectiveness and efficiency, and more positive 

impacts and the effects sustainability can be expected in the near future. Thus, the Project shall be 

completed as scheduled in July 2013. Thus, the Project has been successful. Based on this success, the 

rehabilitation sector in Myanmar has now risen to the next level where it addresses the challenge of 

widening the geographical areas of service provision and expanding the range of rehabilitation services 

including the field of OT and ST. 

 

3-6  Recommendations and Lessons Learned 

(1) Recommendations 

<To DOH> 

 To prioritize HRD in the sector of medical rehabilitation in the National Health Plan. 
 To widen further the range of services in the field of OT and ST, besides the existing rehabilitation
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 services. 
 To conduct at least one Specialized Training course per year. If conditions permit, it is recommended 

to increase the courses per year. 
 To allocate budget and administrative staff at NRH and other relevant hospital for effective 

management of the Specialized Training. 
 To encourage the hospital of the trainer to send him/her to the Specialized Training course. 
 To give relevant acknowledgement to the trainers of the Specialized Training for their motivation. 
 To conduct patients’ satisfaction surveys to monitor the impacts of the Specialized Training courses.
 To include new topics as well as OT and ST, when the training curriculum is revised in the future. 
 To spread the outcome of the Project all over the country. 
 To keep a budget for maintenance of the equipment procured to NRH 
<To NRH> 

 To consider how each of the systems upgraded by the Project should be operated after the Project. 
 To make a concrete action plan for the activities to be implemented after the Project in order to 

sustain upgraded services of NRH. 
 To share and disseminate the experience from the Project with other hospitals through various 

opportunities. 
<To HRD with Myanmar Consultants> 

 To elaborate an action plan for the Specialized Training before the Project is completed. 
 To establish a preparatory committee for the Specialized Training (management unit for the 

Specialized Training courses). 
 To manage the Specialized Training in close cooperation with the Department, NRH, YGH, NGH, 

MGH, NOGH, UMT, etc.  
 To conduct evaluation at the end of each Specialized Training course for improvement of the next 

course. 
<To Other Stakeholders> 

 (It is recommended to YGH) To continue its dedicated support for the Specialized Training. 
 (It is recommended to NGH, MGH, NOGH, UMT, etc.) To get actively involved in management of 

the Specialized Training, as they have been so in the Project.  
<To JICA> 

 To consider necessary inputs to support the Myanmar side in order to enhance the outcome of the 
Project, if appropriate. 

 To keep paying attention to the development of the rehabilitation sector and to consider further 
collaboration, if appropriate. 

 
(2) Lessons Learned 

 In this Project, aside from the official counterpart members indicated in R/D, task teams and groups 
have been organized by function with principal participation of NRH where most project activities 
are implemented. By organizing teams this way, the team approach of NRH has been strengthened. 
However, these ad-hoc teams should be absorbed in the existing system in a sustainable way. Before 
the Project is completed. 

 The Project has started discussion and planning for the Specialized Training for PT which will start 
after the Project is completed. To ensure sustainability of the Project outcome and achieve the 
Overall Goal, planning should be strategic, by incorporating activities in the Project which may be 
continued even after the Project. Also, external factors which may influence the Overall Goal should 
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be internalized as much as possible.  
 In this Project, “Hospitalization period at NRH is shortened” is set as third indicator of the Project 

Purpose. Through the evaluation, it was judged that utilizing the indicator for the evaluation of the 
Project Pupose is difficult since variables which affect quiality of rehabilitation service are present 
in other than hospitalization period. The above mentioned disucssion should be considered in future 
cooperation.  

 



 

－1－ 

第１章 終了時評価調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

ミャンマー連邦共和国（以下、「ミャンマー」と記す）においては、人口の2.3％に当たる約120

万人が障害を抱えているとされている1。ミャンマー政府は、社会福祉救済復興省（MSWRR）に

よる障害者の教育、職業訓練、雇用等の社会的サービス、保健省（MOH）による障害の予防とリ

ハビリテーションなど保健・医療サービスを提供しているが、サービスの範囲が限られているほ

か、質も低く、多くの課題を抱えている。特に医療リハビリテーションについては、サービスの

範囲が大都市やその周辺に限られており、サービスを受けられる障害者は全体の1.8％に限られる

と推計されている。このような状況から障害者が受けられる基本的な医療リハビリテーションサ

ービス機会の増大、サービス提供者の技術の向上等への取り組みが急務となっており、ミャンマ

ー政府からわが国に対し技術協力の要請がなされ、技術協力プロジェクトが開始された。本プロ

ジェクトは保健省（MOH）保健局（Department of Health：DOH）をカウンターパート（C/P）機関

として、2008年7月23日から2013年7月22日までの5年間の計画で、ミャンマー唯一のリハビリテー

ション専門病院である、国立リハビリテーション病院（NRH）を中心にサービスの向上をめざし

て実施されている。現在、長期専門家2名（チーフアドバイザー、ネットワーク連携/業務調整）を

派遣中である。 

今般、2013年7月のプロジェクト終了を控え、プロジェクト活動の実績、成果を評価、確認する

とともに、今後のプロジェクト活動に対する提言及び今後の類似事業の実施に関する教訓を導く

ことを目的として、終了時評価調査団が派遣された。 

 

１－２ 調査団構成と日程 

１－２－１ 調査団構成 

終了時評価の調査団構成は次のとおりである。 

 

表１－１ 調査団構成 

担 当 氏 名 所属・役職 

団長・総括 久野 研二 JICA国際協力専門員（社会保障） 

リハビリテーション医療 江藤 文夫 国立障害者リハビリテーションセンター 総長 

協力企画 桑原 知広 JICA人間開発部社会保障課 副調査役 

評価分析 野口 純子 一般財団法人国際開発機構 主任研究員 

 

                                                        
1 Department of Social Welfare, Ministry of Social Welfare, Relief and Resettlement (2010) Myanmar National Disability Survey 2010. な

お、National Health Plan 2006-2011, The on Myanmar Ministry of Health.では、全人口に占める障害者割合3～5％が使用されてい

る。これはNRHの行っているCBR調査より推定された数値である。このようにミャンマーでは共通で使用される統計データが

存在しないため、本報告書では現在ミャンマーで広く使用されている2.3％を採用する。 
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１－２－２ 現地調査日程 

現地調査は2013年2月14日から2月23日まで実施された（表1-2）。 

 

表１－２ 現地調査の日程 

 久野 江藤 桑原 野口 

2/14 木 
   - ヤンゴン到着 

- NRHでのヒアリング 

2/15 金 
   - YGHでのヒアリング 

- NRHでのヒアリング・施設観察 

2/16 土    - 資料整理 

2/17 日 
- ヤンゴン到着 

- 団内打合せ 

- 資料整理 

- 団内打合せ 

2/18 月 

- JICAミャンマー事務所での打合せ 

- 在ミャンマー日本大使館への表敬訪問 

- NRHでのヒアリング・施設観察 

2/19 火 
- YGHでの協議（NRH院長及びミャンマー側コンサルタント） 

- 移動（ヤンゴン→ネピドー） 

2/20 水 
- 保健省との協議 

- NGHでのヒアリング・施設観察 

2/21 木 - 第8回JCCへの参加 

2/22 金 

- 移動（ネピドー→ヤンゴン） 

- JICAミャンマー事務所への報告 

- 在ミャンマー日本大使館への報告 

2/23 土 - ヤンゴン出発 
* 国立リハビリテーション病院（National Rehabilitation Hospital：NRH）、ヤンゴン総合病院（Yangon General Hospital：YGH）、

ネピドー総合病院（Nay Pyi Taw General Hospital：NGH）、合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC） 

 

１－３ 主要面談者 

主要面談者リストは付属資料1のとおり。 

 

１－４ プロジェクトの概要 

１－４－１ プロジェクトのデザイン 

本プロジェクトの目標と成果は表1-3のとおりである。 

 

表１－３ プロジェクトの目標の概要 

 到達目標 

上位目標 ミャンマーにおけるリハビリテーションサービスの質が向上する。 

プロジェクト

目 標 

NRHにおいて質の高いリハビリテーションサービスを提供するためのシステム

が強化される。 

成 果 

1. リハビリテーションサービスに関するNRHの訓練システムが向上する。 

2. NRHのリハビリテーションサービスの質を改善するための体制が強化され

る。 

3. NRHとMSWRRを含むリハビリテーション関連施設との連携が向上する。 
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具体的には、リハビリテーションを専門とし、教育機能を併せもつ唯一の国立病院であるNRH

の機能強化をプロジェクトの成果としてめざしている。すなわち、成果1として、他病院のスタ

ッフ〔プロジェクトの研修の対象は理学療法士（PT）〕の人材育成を行うための機能強化をめざ

している。そのための主な活動として、研修カリキュラム・教材を開発し、講師養成研修（TOT）

によりミャンマー人講師を養成している。NRHはTOTの企画・運営・評価をオンザジョブ・ト

レーニング（On-The-Job Training：OJT）として行い、研修運営能力を高めている。成果2では、

NRH自身の機能強化として、さまざまな業務システムの導入・改善を行い、施設・資機材を整

備し、患者教育用教材を作成している。成果3は、NRHのサービスのひとつとして、患者リファ

ーラルの強化をめざすものである。関係機関との連携を強化し、リファーラルプログラムの充

実を図っている。 

これら3つの成果の結果として、NRHのリハビリテーションサービスの質の向上がめざされて

いる（プロジェクト目標）。なお、質の向上を患者側の視点から検証・評価するよう指標が設定

されている。 

プロジェクト終了後の目標（上位目標）としては、強化された訓練システムを基にNRHが中

心となって研修を実施し、他病院の職員の能力向上とサービスの質の向上がめざされることに

なる。 

これらを図示すると、図1-1のようになる。破線部分はプロジェクトの対象外（プロジェクト

終了後にミャンマー側で取り組まれることが期待される活動）の部分を示している。プロジェ

クト目標達成後に、プロジェクトの成果を普及する研修が実施されて上位目標に到達するよう

想定されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－１ プロジェクトの成果・目標の構成と外部要因との関係 

 

 

NRHの訓練シ
ステムの強化 

NRHのサービ
スの改善

NRHのリファ
ーラルの充実

NRHのリハビリテーションサ
ービスの質の向上

全国の他病院のリハビリテ

ーションサービスの質の向上

全国のPTを対象とした 
継続した研修の実施 

予算・人員の

措置 
NRHスタッフ
の能力強化

NRHの
経験共有

上位目標 

成果 

プロジェクト 
目標 
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１－４－２ プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）の変遷 

本プロジェクトでは最初のPDM（Version 0）が第2次事前調査時に作成された（2007年4月）。

こののち、プロジェクト開始から2年後に本邦コンサルタントの調査時に（2010年3月）ミャン

マー人コンサルタントを含む人材開発（HRD）チームとともに修正案が作成された。この案は

一部を除いて合同調整委員会（Joint Coordination Committee：JCC）にて承認され、PDM（Version 

1）として改訂された。その後、再び再改定の議論がプロジェクト内で生じ、中間レビュー（2011

年10月）の提言も踏まえ、改定案がJCCにてVersion 2として承認された。2回のPDMの改訂内容

は付属資料3のとおりである。 
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第２章 評価の方法 
 

２－１ 終了時評価調査の方法 

本調査は、『新JICA事業評価ガイドライン：第1版』（2010年6月）に基づいて実施した。すなわ

ち、①プロジェクトの現状把握・検証を行い、②それらを開発援助委員会（Development Assistance 

Committee：DAC）評価5項目による評価基準から判断し、③提言や教訓を導き出して対象プロジ

ェクト及び類似プロジェクトにフィードバックするという枠組みの下、評価調査を行った。終了

時評価という時期的な性格から、目的は「プロジェクトの目標が協力期間終了までに達成される

かを総合的に検証し、協力終了の適否や協力延長の必要性の判断に活用する」こととされた。な

お、現行のPDM （Version 2）を事業計画としてとらえ、評価調査のデザインを行った。 

評価5項目の定義は次のとおりである。終了時評価であること、対象プロジェクトがおおむね計

画どおりに進捗していることから、特に有効性、インパクト、持続性に重点を置いた。 

 

表２－１ DAC評価5項目による評価の視点 

評価項目 視 点 

妥当性 
開発援助と、ターゲットグループ・相手国・ドナーの優先度並びに政策・方針と

の整合性の度合い。 

有効性 開発援助の目標の達成度合いを測る尺度 

効率性 

インプットに対する成果（定性並びに定量的）を計測する。開発援助が期待され

る結果を達成するために最もコストのかからない資源を使っていることを示す

経済用語。最も効率的なプロセスが採択されたかを確認するため、通常、他のア

プローチとの比較を必要とする。 

インパクト 

開発援助によって直接または間接的に、意図的または意図せずに生じる、正・負

の変化。開発援助が、地域社会・経済・環境並びにその他の開発の指標にもたら

す主要な影響や効果を含む。 

持続性 
ドナーによる支援が終了しても、開発援助による便益が継続するかを測る。開発

援助は、環境面でも財政面でも持続可能でなければならない。 
（出所）JICA（2010）『新事業評価ガイドライン：第1版』 

 

２－２ 主な調査項目 

本調査においては、以下の評価設問を中心に調査を実施した。 

① 投入実績、及び成果、プロジェクト目標、上位目標に関する達成状況あるいは達成見込

みはどうか。 

② 活動は計画どおりに実施されたか。プロジェクトのマネジメントは適切に行われたか。

コミュニケーションは適切に行われたか。実施機関の当事者意識は醸成されたか。 

③ 評価5項目の各視点からみてプロジェクトの達成状況はどうか。残りの期間や終了後に留

意すべき事項は何か。 

    

より詳細な評価設問は、それぞれの必要なデータ、情報源・データ収集方法とともに評価グリ

ッドに示すとおりである（付属資料3のM/MのAnnex 2参照）。 
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２－３ データ収集方法 

以下の情報源及びデータ収集方法を用いて情報を収集した。 

    

① 討議議事録（Record of Discussions：R/D）、PDM、活動計画（Plan of Operation：PO）、協議

議事録（M/M）等のプロジェクト計画文書のレビュー 

② 日本人専門家作成の報告書（活動進捗報告書、長期・短期専門家報告書）のレビュー 

③ 日本人専門家、JICAミャンマー事務所、カウンターパート（C/P）からの質問票回答・ヒア

リング 

    

上記方法で収集されたデータやその分析結果は、日本側の終了時評価調査団によってまとめら

れたのち、日本側とミャンマー側関係者により事実確認と協議が行われた。この結果を踏まえ、

保健省保健局（DOH）局長及び終了時評価調査団長が調査結果報告を含むM/Mに署名を行った（付

属資料3参照）。 
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第３章 プロジェクトの実績と現状 
 

３－１ 投入実績 

３－１－１ 日本側投入 

プロジェクト開始時から2011年10月の中間レビュー実施までに、長期専門家は延べ4名、短期

専門家は延べ12名（4.77人月）派遣されている。このほか、機材供与41万3,889 USドル（約3,700

万円2）、研修員受入れ延べ33名、現地業務費4,120万3,000円が投入されている。各投入について

は以下のとおりである。 

 

（1）専門家派遣 

長期専門家派遣として、これまで延べ4名（121.60人月）が投入されている。長期ではチ

ーフアドバイザーと業務調整が派遣されており、最初に着任した専門家2名が約2年間業務

に従事したあと、新たな2名と交代となった。初期の長期専門家はビザ発行が遅れたことと、

2008年4月に発生した大型サイクロン「ナルギス」の影響があったことから、派遣が遅れた。

R/D署名（2008年3月31日）から約4カ月経過した同年7月に最初の長期専門家（業務調整）

が着任した。続いて、もう1名の長期専門家（チーフアドバイザー）が着任した。 

短期専門家はこれまで延べ12名（4.77人月）が派遣された。担当分野は理学療法（PT）4

名、リハビリテーション医療2名、作業療法（OT）4名、リハビリテーション看護1名、言語

療法（ST）1名であった。長期専門家同様、ビザ発行の遅延により2名が派遣延期となった。

なお、適宜TOT時期を延期するなど、活動全体を調整することにより、その影響は最小限に

抑えられた。 

各専門家の派遣時期・期間等の詳細は付属資料3のM/MのAnnex 4-2のとおりである。 

 

（2）機材供与 

これまでにNRHに供与された機材は表3-1のとおりである。主な機材として金額または数

量が比較的多いものを記載する。2012年度までで延べ41万3,889 USドルである。2013年度の

機材供与計画は、現時点ではない。 

 

表３－１ 供与機材 

年度 
金額 

（USドル） 
主な機材 

2008 112,242 
Up-down standing tables, Tilt tables, Gravity center and sway measurement 

equipment, Interference Low Frequency Therapy Equipment, etc. 

2009 44,394 Excellent silent type diesel generator, Desktop and wrap top computers, etc. 

2010 86,905 TENS, Knee Exercises, Motorized Intermittent Traction Unit, etc. 

2011 128,913 
Unweighting system, Tread mill, Bicycle exerciser for child, Ergo cycle for upper 

limbs with table, etc. 

2012 4,435 Vacuum machine, Lower limb CPM device with plastic support, Hospital bed, etc. 

合計 413,889  
（出所）プロジェクト提供資料より作成 

                                                        
2 1USドル＝91.04円として換算（2012年度2月のJICA換算レート）。 
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（3）研修員受入れ 

表3-2のとおり、毎年研修員を受け入れている。2008年度の研修の一部は中華人民共和国

（以下、「中国」と記す）での実施となったほかは、毎年度、日本での研修となっている。

2011年10月の中間レビューで、研修員選定の人選について、同一の病院からチームを構成

する職種の参加者が選定されることが望まれるという提言があった。2012年度は応募書類

にその点が明確に記載され、結果として、NRHとヤンゴン総合病院（YGH）から医師、看

護師、PTがチームとして選定された。 

各病院からの参加者数について、NRHからの参加が多いが、YGHとマンダレー総合病院

（MGH）からもほぼ毎年度、参加があった。 

 

表３－２ 研修員受入れの実績 

年度 研修期間 研修員 研修員所属 研修名 

2008 
2009年3月2日～ 

3月14日（13日間） 
3名 DOH、NGH、MGH 医療リハビリテーションの発展

2009 
2009年11月15日～ 

12月1日（17日間） 
5名 NRH、MGH 

急性期から慢性期におけるリハ

ビリテーションサービス 

2010 
2010年11月28日～ 

12月23日（26日間） 
8名 NRH、YGH 脊髄損傷（SCI） 

2011 
2011年10月22日～ 

11月15日（19日間） 
8名 

NRH、UMT、YGH、

MGH 
脳性まひ（CP） 

2012 
2012年10月10日～ 

11月3日（24日間） 
9名 

NRH、YGH、NOGH、

MGH 
脳卒中 

 合 計 33名   
（出所）プロジェクト提供資料を基に作成。 

 

（4）現地業務費 

現地業務費は2012年12月までで4,120万3,000円が投入されている（付属資料3のM/Mの

Annex 4-2参照）。2008年度の金額が2,198万1,000円と他年度に比較して大きいのは、NRH施

設一部のバリアフリー化、リハビリテーション室の塗装等の修繕費を含むためである。 

 

３－１－２ ミャンマー側投入 

これまでのところ、以下のとおりの人員配置と活動運営費の支出（約19万8,000円）等が投入

されている。 

 

（1）人員配置 

正式文書（R/D）上のカウンターパートはプロジェクト・ディレクター1名とプロジェク

ト・マネジャー2名の計3名であり、DOHより任命されている（付属資料3 M/MのAnnex 4-1

参照）。 

プロジェクトの活動実施や運営のカウンターパートはNRHの主要関係者から構成される

人材開発（Human Resource Development：HRD）チームのメンバーである。HRDチームは

NRHの院長（医師）、医師、PT、看護師、医療ソーシャルワーカー（Medical Social Worker：

MSW）、義肢装具師（Prosthetist/orthotist：P&O）から構成されている。延べ16名の配置とな
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っている。他病院への異動や定年退職等によりメンバーの交代があり、現在は7名である。

また、NRH以外の題材を議論する際にはYGH、医療技術大学（University of Medical 

Technology：UMT）、北オカラパ総合病院（North Okkalapa General Hospital：NOGH）の医師

または教授の計3名が加わり、拡大HRDチームが編成されている。 

 

（2）ローカルコスト 

終了時評価調査時点までで、述べ280ドルと160万9,220チャットが投入されている（合計

で約19万8,000円）。 

 

表３－３ ミャンマー側による業務費の支出 

年度 支出（USドル） 支出（チャット） 備 考 

2009 0 532,800  

2010 280 100,000  

2011 0 976,420  

2012 0 0  

合計 280 1,609,220  

 約25,000円 約173,000円 合計で約198,000円 
（出所）プロジェクト提供資料 

 

（3）その他 

業務費支出以外に以下がミャンマー側により負担されている。 

    

・ 日本人専門家及びプロジェクトアシスタントの執務スペースと国内電話料金・光熱費 

・ ヤンゴン以外のTOT参加者への宿舎提供（NRH職員宿舎内） 

 

３－２ 成果（アウトプット）の達成度 

終了時評価時点の各成果の達成状況は次のとおりである。 

 

成果1 リハビリテーションサービスに関するNRHの訓練システムが向上する。 

指 標 

1.1 TOT用の教材が研修ニーズに基づいて開発される。 

1.2 TOT参加者のリハビリテーションサービスに関する技術・知識が向上する。

1.3 TOTで養成されたPTが他のスタッフを訓練できるようになる。 

1.4 NRHスタッフの研修企画・実施能力が強化される。 

    

1.1 TOT用に以下の教材が作成された。3テーマでTOTを実施するすべての教材が揃ったことに

なる。なお、すべての教材は第1回TOTからのフィードバックを経て改善されている。3テー

マのカリキュラムは付属資料4のとおりである。 

    

① 脊髄損傷（SCI）に関するTOTの教材「PTのためのSCI患者の管理」（Management of person 

with SCI for Physiotherapist） 

② 脳性まひ（CP）に関するTOTの教材「PTのためのCP小児の管理」（Management of a Child 

with Cerebral Palsy for Physiotherapist） 
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③ 脳卒中に関するTOTの教材「PTのための脳卒中患者の管理」（Management of Person with 

Stroke for Physiotherapist） 

 

1.2 2013年2月までで、5回のTOTが実施された。研修受講者数はコース別に40名（CSI）、48名

（CP）、25名（脳卒中）である。5コースのすべてにおいて、受講者はコース前後のテスト

において理解度を増加させている（表3-4）。プロジェクト期間内にあと1回のTOT（脳卒中）

が計画されている（2013年5月）。 

 

表３－４ TOTのコース前後のテスト結果の比較 

 
第1回TOT

（SCI） 

第2回TOT

（SCI） 

第1回TOT

（CP） 

第2回TOT

（CP） 

第1回TOT

（脳卒中）

プレ 56.6％ 56.9％ 51.6％ 60.6％ 64.5％ 

ポスト 73.9％ 73.8％ 70.8％ 70.7％ 74.4％ 

TOT実施時期 2010年7月 2011年6月 2011年8月 2012年5月 2012年7月 

研修受講者数 20 20 23 25 25 

うちNRHスタッフ 4 3 3 3 5 

うちヤンゴンに所在

する病院スタッフ 
12 12 15 15 15 

研修参加病院数 14 12 15 21 15 
（出所）プロジェクト提供資料 

 

研修受講者はNRHをはじめとして、ヤンゴン市内の病院に勤務するPTが中心であったが、

そのほかにも、マンダレー、ネピドー、モン、サガイン、シャン、バゴ、エーヤーワディ

の病院からも参加した。また、CPのTOTには、ヤンゴン市内の2つのNGOやMSWRR社会福

祉局（Department of Social Welfare：DSW）からの参加もあった。 

 

1.3 第2回TOT（SCI）では、研修講師の12名全員が第1回TOTで養成されたミャンマー人であっ

た。第2回TOT後のアンケートでは、研修講師は研修準備・運営に関して受講者から高い評

価を得ている（表3-5）。受講者も研修により理解を増していることからも（表3-4）、講師は

その業務を十分に務めたといえる。CPに関するTOTでも同様に、研修後のアンケートで講

師は高い評価を得ており、受講者もコース前後のテストで点数を上げており、ミャンマー

側だけで構成された研修講師は十分に養成されたといえる。なお、研修講師はPTだけでな

く、医師、看護師、P&Oも務めた。 

    

付属資料3のとおり、3テーマのTOTにおける全講義をミャンマー側の講師だけで対応する体

制ができている。 
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表３－５ 研修受講者による講師評価（TOT後のアンケート結果） 

 
強く 

そう思う
そう思う 普通 思わない 

強くそう

思わない

第2回TOT（SCI）（受講者20名）      

講義は適切に準備されていた。
2 

（10％）

15 

（75％）

3 

（15％）

0 

（0％） 

0 

（0％）

講義は適切に運営されていた。
4 

（20％）

14 

（70％）

2 

（10％）

0 

（0％） 

0 

（0％）

講師は質疑が活発化するよう

促進していた。 

1 

（5％）

13 

（65％）

6 

（30％）

0 

（0％） 

0 

（0％）

第2回TOT（CP）（受講者25名）      

講義は適切に準備されていた。
0 

（0％）

18 

（72％）

7 

（28％）

0 

（0％） 

0 

（0％）

講義は適切に運営されていた。
0 

（0％）

19 

（76％）

6 

（24％）

0 

（0％） 

0 

（0％）

講師は質疑が活発化するよう

促進していた。 

0 

（0％）

9 

（36％）

14 

（56％）

1 

（4％） 

0 

（0％）
（注）アンケートの回答には無回答もあったため、質問によっては回答数（％）の合計が必ずしも20または25（100％）

とならないものもあった。 

（出所）プロジェクト提供資料 

 

SCIとCPに関する第2回TOTの講師のうち、それぞれ4名、3名がNRHのスタッフであった。

第2回TOTで講師を務めたNRHスタッフ（医師、看護師、PT）によると、「研修準備にあた

って時間確保が大変であったが、それ以外は特段の問題はなく研修を準備・実施できた」、

さらには「将来の研修講師を務める準備もできている」ということであった。 

    

TOTに加えて、本邦研修や短期専門家による指導により、NRHスタッフの知識・技術が向

上した。例えば、医師はフェノールブロックの方法をマスターしており、看護師は尿管理・

褥瘡管理の記録方法を改善した3。フェノールブロックについては、専門家による指導後、

NRHの自主運営により2013年2月までに28名の患者に対して実施されたほか、NRH以外の病

院から延べ34名の医師がオブザーバーとしてフェノールブロックの施行に参加しており、

NRH自身により技術の普及を行える能力を身につけたといえる。 

 

1.4 TOTを含むプロジェクト活動のマネジメントユニットとしてHRDチームがNRH内に組織化

された。HRDミーティングはほぼ毎月開催されており、プロジェクト活動の進捗や計画の

確認が行われている。TOTに関しては、研修の準備・実施・評価に基づく次回研修へのフィ

ードバックが行われている。また、HRDメンバーは教材作成や講師業務にも従事した。こ

れまでのところ、1.2で述べたように、TOTは5コースとも受講者の理解が向上し、講師への

満足度も高いものであった。加えて、JICA専門家は「NRHは本プロジェクト以前にも研修

やセミナーを運営した経験があり、本プロジェクトのTOTにおいても回数を重ねるごとに、

                                                        
3 中間レビュー調査（2011年9月・10月実施）でのHRDメンバーヒアリングによる。 
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研修運営に積極的にかかわるようになった」とコメントしている。これらのことから、NRH

は研修運営能力を強化しつつあるといえる。 

 

成果2 NRHのリハビリテーションサービスの質を改善するための体制が強化される。

指 標 

2.1 NRHにおいてリハビリテーションサービスのモニタリング・評価システム

が開発される。 

2.2 モニタリング・評価が定期的に行われ、この結果に基づいてサービスを改

善するための活動が計画される。 

2.3 NRHにおけるリハビリテーションサービスがチームアプローチにより実

践される。 

2.4 リハビリテーションサービスの記録がNRHの全部門で共有される。 

2.5 NRHにおいてリスク管理システムが開発され、運用される。 

2.6 ニーズに基づいて患者用教育の印刷教材とAV教材が開発される。 

2.7 NRHが物理的にアクセスしやすくなる。 

 

2.1 リハビリテーションサービスのモニタリング・評価のツールとして、複数のフォームが導

入または改善された。例えば、サービスやバリアフリー施設に対する患者満足度調査フォ

ーム、バリアフリー施設のチェックリスト、リハビリテーション部門の機能評価（自己評

価）フォームである。 

 

2.2 上記のツールを用いて、さまざまな側面からリハビリテーションサービスが定期的にモニ

タリング・評価されている。このうち特に患者満足度調査は定期的に実施されており（ほ

ぼ半年ごと）、既に4回集計されている。調査結果はサービス改善やスタッフの動機づけと

して活用されている。 

 

表３－６ 定期的なモニタリング・評価 

モニタリング・評価

の項目 
時 期 備 考 

サービスに対する患

者満足度調査 
6カ月ごと 

満足度は高い水準にある。結果は廊下に掲示され、

NRHスタッフや患者と共有されている。 

施設に対する患者満

足度調査 
2012年6～8月

満足度はおおむね高い。患者からの要望に対して、

トイレのレバーとシャワーが修繕された。施設は毎

週モニタリングされる予定。 

調達資機材 6カ月ごと 
各資機材の担当者が6カ月ごとに状態を確認し、医

院長に報告する。 

オペレーショナルリ

サーチ（Operational 

Research：OR）ワー

クショップのフォロ

ーアップ 

2011年5月、

2013年1月 

第1回ワークショップで出された課題に対してアク

ションプランが作成された。これまでのところ、大

半の計画が実施され、清潔度、記録システム、水道

等が改善された。 

病院機能に関する自

己評価のフォローア

ップ 

2010年10月、

2012年12月 

第1回の自己評価の結果に基づき、改善が必要な事

項について計画が策定・実施された。第2回の評価

では幾つか状況改善が確認されている。 
（出所）プロジェクト提供資料。 
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2.3 NRHはチームアプローチを用いてさまざまな業務を実施している。例えば、①記録システ

ム、②リスク管理システム、③ケース・カンファレンスである。本プロジェクト以前にもチ

ームアプローチは採用されていたが、プロジェクトの活動を通してより強固になったといえ

る。HRDメンバーはチームアプローチの利点として次のように述べている。 

 

・ 「他部門と患者の情報を共有・調整することによって、患者をさまざまな観点から

評価できている。結果として患者への対応がより効果的、効率的になった」 

・ 「意思決定が早く行われるようになった」 

・ 「他部門のスタッフが自分の担当業務に対して理解を増した。これによって、自分

からのリクエストも以前より受け入れてもらいやすくなった」 

 

2.4 リハビリテーションサービスの報告・記録システムがより強化された。その例が患者の記

録システム（カルテ）とケース・カンファレンスである。プロジェクトではこれら2つを含

めてさまざまなシステムが導入・強化された。付属資料5が示すように、HRDメンバーはそ

れぞれのシステムの内容について正しく理解しており、また、目的に合った効果を感じて

いることから、これらのシステムはNRHに定着しつつあるといえる。 

 

1）患者記録システム 

NRHにはプロジェクト以前からも患者記録システムはあったが、これが強化された。現

在はPT、看護師、MSW、P&Oの各部門が各患者について毎週の記録を金曜日までに1つの

フォルダーに格納する。翌月曜日午前中に回診があるが、医師はこのフォルダーを参照す

ることによって、患者の状態を効率的に、また、的確に把握することができている。PT、

看護師、MSW、P&Oもこのシステムのメリットを認識しており、「患者をさまざまな視点か

ら評価することができる」「評価に基づいて効果的な治療を提供できる」といった感想が寄

せられた。 

 

2）ケース・カンファレンス 

現在のケース・カンファレンスは2013年1月に開始されたばかりであるが、NRHではこれ

以前にはケース評価が実施されていた。ケース・カンファレンスは2012年度の本邦研修の

参加者が日本の病院で観察したことを基にNRHで導入されることとなった。入院間もない

患者について、医師、看護師、PT、MSWがデータ・情報を共通シート（付属資料6参照）

に簡潔に記入する。毎週木曜日午後に開催されるカンファレンスでは、各部門がその内容

を発表し、共通の目標と治療・リハビリテーション方針を決定する。このシートは患者記

録とともにフォルダーで管理されている。HRDメンバーによると、このシステムにより、

患者の情報が簡潔に把握できるようになったということであった。また、JICA専門家は、

情報共有を通して各部門の役割が明確になり、目標もより明確に共有されるようになった

と評価している。 

 

2.5 NRHはリスク管理の仕組みを新たに導入した。まずは事前予防、事後対応・報告、資材管

理に関するマニュアルが作成された。運用状況としては、2011年12月から現在まで、HRD
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ミーティングにおいて担当医師が以下について情報共有を行っている――①直近1カ月間

でリスク要因は発生したかどうか、②発生した場合、患者に対してどのように対応したか、

③患者は現在どのような状態か。HRDメンバーはリスク管理について「循環器系疾患をも

っている患者に対して適切な行動を取れるようになった」と評価しつつ、「リハビリテーシ

ョンを専門とするNRHでは、（救急救命のような）患者の生命に大きくかかわるようなリス

ク要因は比較的小さい」というコメントも複数あった。なお、JICA専門家によると、現在

のリスク管理の運用状況についてはおおむね満足できるレベルにあるとのことであった。 

    

2.6 表3-7のとおり、以下の患者教育用教材が作成された（パンフレット1種は作成中）。これら

は保健省（MOH）管轄下の病院・関連機関の計58カ所、DSW管轄下の4機関、5NGO、2看

護大学に配布されている。 

 

表３－７ 作成された患者教育用教材 

 内 容 

パンフレット 

11種 

① 下肢の管理（How to take care of foot） 

② 膀胱と便通の制御（Bowel and Bladder control） 

③ 褥瘡の予防方法（How to prevent bed sore） 

④ 肩こり・腰痛の予防方法（How to prevent neck and back pain） 

⑤ 脳性まひ1（Cerebral Palsy 1） 

⑥ 脳性まひ2（Cerebral Palsy 2） 

⑦ 脊髄損傷（Spinal Cord Injury） 

⑧ 脳卒中（Stroke） 

⑨ 義足義肢1（Prosthetic and Orthotic 1） 

⑩ 義足義肢2（Prosthetic and Orthotic 2） 

⑪ ソーシャルワーカーのサービス（About medical social worker service）

ブックレット 

3種 

① 日常生活における脊髄損傷の自己管理（Spinal cord injury - Self 

management in daily life） 

② 日常生活における脳性まひの子どもの世話（How to take care of a child 

with cerebral palsy in daily life） 

③ 日常生活における脳卒中の自己管理（Self-management in daily life for 

person with stroke）※作成中 
（出所）プロジェクト提供資料 

 

上記教材の配布後、45機関を対象として利用状況調査が行われた（付属資料7参照）。この

結果、どの教材についても90～100％が教材は「実践に活用できる」と回答している。パン

フレットやブックレットの余部や他機関への配布用として自分たちでコピーしている組織

もあった。 

 

2.7 NRHにおいてバリアフリー化が進んだ。2012年12月に実施された施設に対する患者の満足

度調査によると、5点満点中、平均して4.0点であった（付属資料8参照）。最も高く評価され

たのは手すりである。 
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成果3 NRHとMSWRRを含むリハビリテーション関連施設との連携が向上する。 

指 標 

3.1 他病院・NGOからNRHにリファーされる患者の数が増加する。 

3.2 MSW部門が有するリファーラルのプログラムの数が増加する。 

3.3 NRHからリファーされる患者が増加する。 

 

3.1 2012年にNRHにリファーされた患者の数は2009年と比較すると増加した（表3-8）。この間、

2010年に大きく増加し、2011年には大きく減少している。これらの増減についてその要因

は確認できなかった。また、セルフ・リファーラルも含め、どこからリファーされたかに

ついては確認できなかった。 

 

表３－８ NRHにリファーされた患者の数 

年 度 2009 2010 2011 2012 

NRHにリファーされた患者数 112 195 106 120 
（出所）プロジェクト提供資料 

 

3.2 2013年2月現在、MSW部門は27のリファーラルプログラムを擁している。プログラムがデー

タベース化された2012年3月から12月までの間に、557名の患者が27のさまざまなプログラ

ムにリファーされた（表3-9）。1カ月当たり73名がリファーラルされた計算になる。参考ま

でに、現在のデータベースが導入される以前の2011年9月から2012年2月までの間は、12の

プログラムに208名がリファーラルされていた（1カ月当たり34名）。したがって、リファー

ラルプログラム数は12（2009年）から27（2012年）に増加した。 

 

表３－９ リファーラルプログラムと利用者 

プログラムの種類 
プログ
ラム数

プログラムの仲介 
リファーさ
れた患者数

会員登録 
（Membership / Registration） 

3 MPHA, SMTF, MDPO 127 

財政支援（入院費）（Financial 
Support, hospitalization） 

2 MPHA, SMTF 62 

車いすの提供 
（Wheelchair Support） 

2 MPHA, SMTF 1 

職業訓練（Vocational Training） 4 ADS, AAR, MPHA, SMTF 143 
その他の財政支援 
（Other Financial Support） 

2 MPHA, SMTF 127 

教育（Education） 4 MPHA, SMTF, EDEN, SDC 55 
演習（Exercise） 1 EDEN 9 
地域に根ざしたリハビリテー
ション（Community-based 
Rehabilitation, CBR） 

3 AAR, EDEN, SMTF 27 

障害に関する活動 
（Activity on Disability） 

5 
EDEN, Network for Myanmar 
Disabled People, TLMI, EDEN, 
Myanmar ILI 

6 

合 計 27 合 計 557 
（注）MPHA：Myanmar Physically Handicapped Association, SMTF： Shwe Min Thar Foundation, ADS（DSW）：Vocational 

Training Center for Adult Disabled（Department of Social Welfare）, AAR：Association for Aid and Relief, TLMI：The 

Leprosy Mission International, SDC：School of disabled children, Myanmar ILI：Myanmar Independent Living Initiative 

（出所）プロジェクト提供資料 
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3.3 表3-9のとおり、2012年3月から同年12月までの間に、延べ557名の患者が27のさまざまなプロ

グラムにリファーされている。リファーされる患者の数は増えているが、希望する全員がリ

ファーされるのは難しく、例えば、資金源不足により車いすが提供されない患者もいる。 

 

３－３ プロジェクト目標の達成度 

 

プロジェクト 

目 標 

NRHにおいて質の高いリハビリテーションサービスを提供するためのシステ

ムが強化される。 

指 標 

1. NRHのリハビリテーションサービスに対する満足度調査の結果が5点満点

中4を超える。 

2. 退院患者の身体・精神状況が改善する。 

3. NRHでの入院日数が減少する。 

 

指標1. NRHのリハビリテーションサービスに対する患者満足度調査はこれまで4回実施された。

満足度調査は16項目から成り、NRHスタッフによる治療・リハビリテーション、資機

材、リファーラルのサービスについて評価するものである。各回の調査結果概要は表

3-10のとおりである。第1回より第4回まで平均点は4.0を超え、回数を経るごとに結果

のばらつきも小さくなっている。結果の詳細は付属資料3のM/MのAnnex 3-1のとおりで

ある。 

 

表３－10 患者満足度調査の結果 

 第1回 第2回 第3回 第4回 

調査期間 
2010 年 12 月 ～

2011年4月 

2011 年 5 月 ～

2011年10月 

2011 年 11 月 ～

2012年4月 

2012 年 5 月 ～

2012年10月 

平均点 4.6 4.8 4.8 4.8 

回答数 41 35 23 68 

標準偏差 0.16 0.12 0.06 0.05 
（出所）プロジェクト提供資料 

 

指標2. 2011年9月から2012年12月まで患者50名の退院時評価が実施された。評価では40名

（80.0％）が、退院時の自分の状態として「健康上の問題はない」と回答した。また、

32名（64.0％）が精神的な状態として「とても良い」「良い」、33名（66.0％）が否定的

な感じを「全くもたない」「ほとんどもたない」と回答した。結果の詳細は付属資料3

のM/MのAnnex 3-2のとおりである。 

 

指標3. NRHの2008年から2012年までの患者の入院期間は表3-11のとおりである。入院の平均日

数は2008年から2011年まで減少を続けたが、2012年に増加した。この推移について、

HRDメンバーは「入院期間が減少したのは治療やリハビリテーションのサービスが改

善したためと思われるが、患者の中にはサービスが良くなったゆえに長く入院したい

という希望をもつ人もいる」とのコメントしている。また、患者の家庭環境によって

退院の時期が影響を受けることもある。 
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上記を例として、入院期間に影響する変数はリハビリテーションサービスの質以外に

もさまざまあることから、この指標はプロジェクト目標の指標として利用することは

難しい。 

 

表３－11 平均入院期間 

年 度 2008 2009 2010 2011 2012 

入院日数（平均） 49 46 47 43 52 
（出所）プロジェクト提供資料 

 

３－４ 上位目標の達成度 

 

上位目標 ミャンマーにおけるリハビリテーションサービスの質が向上する 

指 標 

1. MGH、NGH、YGHにおいてリハビリテーションサービスに対する患者の満足

度が向上する。 

2. MGH、NGH、YGHにおいてリハビリテーション患者が増加する。 

 

上位目標はプロジェクトが終了してから3年～5年後に到達が見込まれる目標である。本プロジ

ェクトでは上位目標に対して2つの指標が設定されている。 

    

 指標1. これまでMGH、NGH、YGHにおいて患者の満足度調査は実施されていない。今後、残

りのプロジェクト期間においてこれらの病院においてベースラインデータが収集され

る予定となっている。調査フォーマットについては第8回JCCで議論・合意されている。

なお、同ベースライン調査では、CP小児を受入対象としていない病院があるため、SCI

及び脳卒中患者に対象を絞って実施する予定である。 

 

上記のとおり、患者の満足度調査は実施されていないが、YGHではTOTや本邦研修の内

容が病院内で共有され、さまざまな業務改善につながっている。例えば、日本における

リハビリテーションサービスの観察からヒントを得て、ミャンマー国内で調達可能な資

材で自助具を幾つか作成しており、これらはプロジェクトのインパクトといえる。 

 

 指標2. 終了時評価調査ではYGHのデータのみ入手できた。これは事後評価のベースラインとし

て活用できる。 

 

YGHの理学療法・リハビリテーション科（Physical Medicine and Rehabilitation Ward）の

入院患者数は次のとおり増加を続けている――168名（2009年）、200名（2010年）、245

名（2011年）。また、理学療法・リハビリテーション科と外来部門の外来患者数も大き

く増加している――1,695名（2008年）、2,269名（2009年）、6,921名（2010年）、1万3,770

名（2011年）。外来患者が2010年から倍増となっているのは、同年途中に集計方法（述

べ人数の集計となった）が変わったためである。リハビリテーションサービス改善は患

者数の増加につながっていると思われる。しかしながら、ほかにも多数要因があると思

われ、本プロジェクトのインパクトとしての患者数増加であるかどうかは厳密には検証
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できなかった。 

 

３－５ 実施プロセスの状況 

３－５－１ 活動の実施状況 

現在まで予定されていた活動はほぼ計画どおりに実施されている。中間レビュー時点で指摘

されたことであるが、プロジェクト初期に活動実施の遅れがあった。その要因はビザ発行の遅

れや保健省本庁のカウンターパート主要メンバーとの連絡の難しさに加えて、サイクロンによ

り長期専門家の着任が遅れたことにもよるが、プロジェクトの到達目標や活動範囲に関する情

報共有がプロジェクト関係者間でスムーズに行われなかったことが大きな要因である。JICA本

部からの運営指導も行われたが、プロジェクト内及びカウンターパートとの情報共有が適宜行

われていたとは言い難い。 

プロジェクト3年目以降は、この点は大きく改善された。情報共有、活動実施ともにスピード

アップし、現在に至っている。この巻き返しは、長期専門家が交代する時点で「情報共有が明

確化されていない事項4」を明確化してその改善に努めたことと、カウンターパートを尊重した

コミュニケーションに留意していることに加え、3-5-4で述べる運営上の工夫を含む促進要因に

よる部分が大きいと思われる。 

 

３－５－２ モニタリング 

プロジェクトでは、PDMの活動部分をブレークダウンする形でPOが作成されている。このPO

では各詳細活動の計画・実績が対比されて表示されている。チーフアドバイザーがアップデー

トし、HRDチームの会議で活動進捗の把握に利用されている。また、PDMの指標データの集計

も行われている。TOTの評価結果や患者の満足度調査は実施後に集計され、直後のHRDミーテ

ィングで共有されているほか、JICAミャンマー事務所・本部へは事業進捗報告書の形で報告が

なされている。データ収集は、NRHのサービスに関するデータはNRHのHRDチームのメンバー

が収集し、それ以外は日本側の専門家やプロジェクトアシスタントが担当している。 

 

３－５－３ プロジェクトの軌道修正 

1-5で述べたように、事前調査で作成されたPDM（Version 0）が、プロジェクトが開始されて

から2年経過した2010年3月に、プロジェクト関係者の現状分析ワークショップを経てPDM 

（Version 1）として改訂された。これを機にプロジェクトの目標や活動が明確となり、プロジェ

クトがスピードアップすることとなった。また、プロジェクトの中間時点でPDMの再改定の議

論がプロジェクト内外で生じ、中間レビューの結果を受けて直後に改訂された（Version 2）。一

部、結果として検証の難しい指標もあるが、中間レビュー後も活動進捗が計画どおりに行われ

ていることから、適時・適切の改定であったといえる（付属資料2参照）。 

 

                                                        
4 リハビリテーションサービス向上に必要な病院機能評価に係る情報、オペレーショナルリサーチ（Operational Research：OR）

実施に向けた認識、生活の質（Quality of Living：QOL）調査の具体案、患者記録改善に向けた方向性、TOTの方針、理学療法

士（PT）以外の専門職に対する研修の方針、2010年度A4機材の内容、成果3に対する解釈。 
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３－５－４ プロジェクト実施の促進要因・貢献要因 

以下で述べる3点はプロジェクト実施の追い風となった要因である。NRHスタッフのコミット

メントとコミュニケーションについては中間レビューでも促進要因として挙げられており、プ

ロジェクト期間を通しての促進要因であったといえる。 

 

（1）HRDメンバーの高いコミットメント 

JICA専門家はもちろんのこと、NRHスタッフはTOTのカリキュラム・教材開発、講義準

備・実施、各種評価フォームの作成、定期的ミーティング等に多くの時間と労力を割いて

いる。NRHのHRDメンバーは本来の病院業務（医師、看護師、PT、P&O、MSWとしての業

務）に加えてこれらの活動を実施してきた。彼らはプロジェクト以前よりも多忙になった

ことを認めつつ、それ以上の経験と業務における自信を得たとコメントしている。彼らの

コミットメントなしにプロジェクトの計画どおりの活動や結果はなし得なかったと思われ

る。 

 

（2）プロジェクトマネジメントにおけるチームアプローチ 

リハビリテーションは元来チームアプローチを必要とするものであるが、本プロジェク

トはマネジメントにおいてもチームアプローチを採用している。例えば、HRDメンバーは

JICA専門家に加えて、病院同様のチーム（医師、看護師、PT、MSW、P&O）から構成され

ている。HRDメンバーはプロジェクトマネジメントの中核であり、彼らの議論を経てTOT

のカリキュラムや教材は部門を超えたリハビリテーションサービスをカバーし得るものと

なった。2つ目の例として、2012年度の本邦研修の参加者の選定基準に、同一病院から医師、

看護師、PTのチームであること、というのが加わった。参加者によると、こういったチー

ム構成での参加により、さまざまな視点から研修内容を理解することができ、研修成果を

帰国後にチームとして適用することができたという利点があった。 

 

（3）スムーズで効果的なコミュニケーション 

HRDチームはNRHの医師、看護師、PT、P&O、MSW、JICA専門家、アシスタントスタッ

フから構成されている。HRDミーティングが毎月開催されているほか、NRH側のメンバー

もJICA専門家も同じ場所（NRH）で勤務しており、必要なときはいつでも会話ができる環

境にある。HRDメンバーが「HRDミーティングは他の部門と情報を共有し、実施した活動

を振り返り、計画を策定する良い機会である」とコメントしているように、プロジェクト

内のコミュニケーションはスムーズで生産的であった。 

なお、プロジェクトの前半期間にはJICA専門家とNRHスタッフの間にコミュニケーショ

ン上の問題があったが、専門家交代とともに解決されている。 

プロジェクトとJICA間のコミュニケーションとしても専門家交代以降はスムーズに行わ

れている。専門家からJICAミャンマー事務所に対して、業務進捗報告書はPDMに基づくプ

ロジェクトマネジメントに必要な情報が記載され、定期的に提出されている。JICAミャン

マー事務所も報告を含むプロジェクトマネジメントは適切であったと評価している。プロ

ジェクトJICA専門家もJICAミャンマー事務所・本部より適宜の運営面・技術面の支援を受

けたと述べている。 
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（4）プロジェクト活動におけるPDCAサイクル（Plan-do-check-act cycle） 

本プロジェクトの活動では、計画して実施するだけにとどまらず、その振り返りが次の

活動の計画・改善に活用されている。例えば、TOTはプロジェクト期間中に、3テーマでそ

れぞれ2回ずつ実施されることになっているが、TOT後に研修内容・講義方法・研修運営に

ついて評価されている。この結果は外部コンサルタントを含めてHRDチームでレビューさ

れ、次回の改善へつながっている。 

 

（5）プロジェクトの活動実施の記録 

プロジェクトでは活動の実施記録を十分に行っている。例えば、HRDチームの議事録を

みると、TOT前であればカリキュラム案がどうであるか、TOT後には参加者の理解がどのよ

うに改善したか、講義や運営はどうであったかを詳細に記録している。活動実施に直接か

かわった関係者でなくてもその様子が的確に理解できるようになっている。 

 

３－５－５ プロジェクト実施の阻害要因・留意点 

前述のように、初期に若干の遅れがあったものの、現時点では特段の問題はなく、おおむね

計画どおりに活動が実施されている。 

 

（1）目標の明確化 

プロジェクトの到達目標の明確化は、関係者間の意思疎通や、効果的・効率的な役割分

担を大きく左右するものである。特に、これまでは成果3の「連携の強化」と上位目標の「全

国のリハビリテーションサービスの質の向上」について、それぞれ何をどこまでどのよう

にめざすのか必ずしも明確でなかった。活動計画や指標設定もそのように行われていなか

った。 

この問題については中間レビューで提言が出され、対応された結果、現時点ではプロジ

ェクトの阻害要因となっていない。 

 

（2）ビザ承認の遅れ 

これまでビザ発行が遅れたために、専門家の派遣が遅れたり、時期が大幅に後ろにずれ

ることとなった。TOTについては一部カリキュラムを変更して対応せざるを得なかった。ビ

ザ承認・発行についてはプロジェクトや保健省のコントロールが及ぶ範囲ではないゆえに

難しい問題であった。プロジェクト後半はこの問題は生じていない。 
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第４章 終了時評価の結果 
 

４－１ 妥当性 

以下のとおり、プロジェクトの目標はミャンマーの保健セクター政策、リハビリテーション分

野の人材育成のニーズ、日本のODA方針と合致している。よって妥当性は高い。 

 

（1）ミャンマー保健セクター政策との整合性 

「国家保健計画（2006～2011年）（National Health Plan 2006-2011）」はミャンマーの保健セ

クター政策として現時点でも有効な文書である。この政策には42の優先疾病・健康状況が記

載されている。このうちの1つが障害（handicapped）である。この計画は12のプログラムを打

ち出しており、このうちの1つの「病院ケアプログラム（Hospital Care Program）」の中に「地

域に根ざしたリハビリテーション（CBR）プロジェクト（ project of Community-based 

Rehabilitation）」がある。このプロジェクトに関する記載として「多くの保健分野の専門職は

いまだ、障害関連イシューへの適切な認識がなく」、保健分野の人材が十分に訓練されていな

いことが「病院等の機関によるサービスが拡大するのを妨げている」とある。本プロジェク

トはこれらの指摘事項に対応する内容となっている。 

 

（2）リハビリテーション分野のニーズとの合致 

国家障害統計（2010年）によると、ミャンマーでは障害者人口は約120万人（全体の2.32％）

であり、10家庭当たり1人が障害をもっていると推計される。国内の大学では理学療法士（PT）

が養成されているが、国内のニーズをすべて満たすには十分でない。2010年2月のデータでは、

リハビリテーション病院17カ所でPTの定員195名のうち、充足されていたのは131名であった

（定員の67％）。その後、PTの新規配置が全国的に行われたが、現在も十分な水準にあるとい

えない。 

 

（3）NRHを実施機関及びターゲットグループとすることの適切性 

NRHはリハビリテーションを専門とし、教育機能も併せもつ唯一の国立病院である。これ

らのことから、他病院の人材育成の中核となるスタッフの能力強化という意味でカウンター

パート機関として適切である。また、理学療法（PT）を学ぶ学生や他病院からの研修生も受

け入れており、彼らへの効果波及も期待できる。 

 

（4）日本のODA政策との整合性 

プロジェクト開始時の援助重点分野のひとつは「緊急性が高く、真に人道的な案件」であ

り、この中で「社会的弱者に対する支援」が開発課題となっていた。2013年4月に開催された

第4回日本・ミャンマー首脳会談では今後の対ミャンマー支援についても議論されたが、この

中で示された方針のひとつが「国民の生活向上のための支援」であり、その目標には「（中略）

今後も民生分野や少数民族に恩恵の及ぶ支援を推進」することと明示されている。 

 

４－２ 有効性 

以下で述べるとおり、プロジェクトの3つの成果は効果的にプロジェクト目標の達成につながっ
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ている。よって有効性は高い。 

    

（1）プロジェクト目標の達成度 

3-3で述べたとおり、プロジェクト目標は達成されている。すなわち、NRHは患者にとって

満足度の高いリハビリテーションサービスを提供しており、患者は身体的・精神的に良い状

態で退院できている。 

 

（2）プロジェクト目標達成に対する活動・成果の寄与 

プロジェクトの成果は計画どおりに産出され、これらがプロジェクト目標の達成につなが

っている。3-2で述べたように、第一に、これまで実施されたTOTの5コースは受講者、講師と

もに満足度が高く、また受講者の知識は向上している。TOTを受講したNRHスタッフは自分

の知識・技術に自信をもって患者に対応できており、サービス向上につながっている。第二

に、NRHはプロジェクトを通してさまざまな業務システムを強化させた（例えば、患者記録

システム、ケース・カンファレンス、バリアフリー施設、リスク管理システム等）。これらに

よってリハビリテーションサービスは改善し、患者への対応もより効率的・効果的なものと

なった。第三に、患者のリファーラル・プログラムが内容・数量的に充実し、退院患者も職

業訓練、資金援助等のプログラムを享受できるようになった。これらも含めてNRHのサービ

スは改善されたといえる。 

 

（3）プロジェクト目標達成に影響する外部要因 

NRHのリハビリテーションサービスの向上（プロジェクト目標達成）に必要となる外部要

因として、NRHスタッフの勤務状況に変更がないことが挙げられていた。既述のように、HRD

メンバーの業務量は大きなものであったが、プロジェクトの活動実施や成果産出はおおむね

計画どおりに行われ、ほとんど影響はなかった。3-5-4（1）で述べたとおり、HRDメンバーの

高いコミットメントによるものである。 

 

４－３ 効率性 

プロジェクトの成果は想定されたとおりに産出され、そのための投入も効果的に使用されてい

る。以下を考慮して、プロジェクト全体としての効率性は高いと評価される。 

 

（1）プロジェクト成果の産出度 

これまでのところ、プロジェクトの成果は計画どおりに産出されている。3-2で述べたよう

に、第一に、NRHはリハビリテーション分野における人材育成の中核機能を強化しつつある。

具体的には、NRHはTOT運営の経験を踏まえて、CP、SCI、脳卒中という3つのテーマにおい

て研修カリキュラム・教材を策定した。このカリキュラム・教材はプロジェクト終了後の研

修にも活用できるものである。また、研修講師も育成された。第二に、NRHはリハビリテー

ション病院としての機能を強化した。個々のスタッフは知識・技術を向上させ、組織として

もさまざまな業務システムを強化している（例えば、患者記録システム、ケース・カンファ

レンス、バリアフリー施設、リスク管理システム等）。第三に、退院患者のリファーラルプロ

グラムが充実した。    
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（2）成果産出のための投入の活用 

既述のとおり、ビザ発行遅延によりJICA短期専門家の派遣が遅れた以外は、ミャンマー政

府、日本政府の双方から投入はおおむね計画どおりに行われている。プロジェクトの初期は

活動の進捗が滞ったこともあったが、専門家交代とともにプロジェクト内のコミュニケーシ

ョンとマネジメントが大きく改善され、活動遅延分はカバーされた。 

全体として、投入は成果産出に効果的に活用された。以下はその例である。 

 

・ NRHから医師、看護師、PT、MSW、P&OがチームとしてHRDメンバーに任命されたのは

適切な投入であった。これにより、TOTは成功裏に実施され、リハビリテーションに関す

る業務システムの強化につながった。 

・ 特に中間レビューの提言を受けてからはTOTや本邦研修の参加者が適切に選定された。結

果として、NRH及びYGHにおける各種評価フォームの改善や自助具の作成などの業務改

善につながった。 

・ 資機材の選定は適切であった。全HRDメンバーは「資機材はニーズに合ったものであり、

業務に有用である」と評価している。現時点ですべての資機材が良い状態にある。 

 

（3）成果産出に影響する外部要因 

NRHが研修を継続することとスタッフが継続して勤務することが、成果1～3の産出に影響

する外部条件として懸念されていた。しかし、研修の継続についてはプロジェクトの活動と

してTOTが実施されていること、継続学習も行われていることから影響はない。プロジェクト

で研修を受けたスタッフも全員が勤務を続けており、プロジェクトの成果産出や目標達成へ

の影響ははい。 

 

４－４ インパクト 

これまでのところ、正のインパクトがNRH及びYGHで確認されている。今後もリハビリテーシ

ョン分野の人材育成が継続することにより、更なる正のインパクトが期待できる。なお、負のイ

ンパクトは確認されていない。 

 

（1）上位目標の達成見込み 

プロジェクト終了後に、より広範囲のPTを対象とする専門研修（Specialized Training Course 

for PT）（以下、「PT専門研修」）が計画されており、全国のリハビリテーション病院の質が向

上するという目標達成を見込むのは時期尚早である。しかしながら、この研修が計画どおり

に実施されれば（第1回は2013年9月の予定）、研修受講者が所属する病院においてリハビリテ

ーションサービスの質が向上することは期待できる。その理由として、第一に専門研修のカ

リキュラムと教材はTOTで使用したものが既にあり、講師もミャンマー側だけで育成されてい

る。第二に、過去のTOT研修では受講者の知識向上が確認されており、NRHやYGHからの受

講生のように業務改善につなげている例もあり、有効であったことが分かる。 

 

（2）上位目標以外のインパクト 

これまでのところ、以下の正のインパクトが生じている。    



 

－24－ 

・ NRH及びYGHにおいて、TOTや本邦研修の参加者が日本のリハビリテーションからヒン

トを得てミャンマー国内で調達可能な資材で自助具（アームスリング等）を幾つか作成

している。 

・ OTやST分野の人材育成への期待が高まった。なお、ミャンマーには現在これらの専門職

種や専門養成課程はなく、PTが業務の中でカバーしている状況である。 

・ NRHにはデータ収集やインターン生として訪問する学生がおり、彼らにとってはNRHの

業務を見学することは大学で学ぶことができない貴重な経験となっている。 

 

４－５ 持続性 

NRHはプロジェクト終了後も強化したリハビリテーションサービスを維持すると思われる。加

えて、人材も含めてNRHで育成された資源を用いてPT対象の専門研修が継続することによって、

プロジェクトの持続性は担保されると推察される。 

 

（1）NRHにおいて強化されたリハビリテーションサービスの継続性 

NRHスタッフはリハビリテーションに関する知識と技術を向上させている。異動は頻繁に

行われない。また、NRHでは最新のリハビリテーション資機材も多く導入されたほか、研修

教材や専門図書も整備された。このように技術的側面から持続性は担保されている。ただひ

とつ懸念材料があるのは、現時点では、調達機材はすべて良い状態で使用されているが、輸

入資機材が故障した場合、NRHは独自に修繕方法を検討しなければならないということであ

る。 

組織的側面としては、NRHはさまざまな業務システムを改善している（例えば、患者記録

システム、ケース・カンファレンス、バリアフリー施設、リスク管理システム等）。NRHの院

長をはじめとするHRDメンバーはこれらのシステムの目的と各自の役割を適切に認識してお

り、これらのシステムはNRHに定着しつつあるといえる。しかしながら、プロジェクト期間

中これらのシステムを機能させるためにHRDメンバーが大きな時間と労力をかけていた。こ

れらは集中的に実施するのはよいが、持続的な取り組み方法とはいえないものである。 

 

（2）リハビリテーション分野の人材育成の継続性 

全国のリハビリテーション分野の人材育成として、HRDメンバーはPT対象の専門研修を計

画しはじめたところである。第1回は2013年9月に予定されている。カリキュラムと教材はプ

ロジェクトで実施しているTOT用のものをそのまま利用できる。講師もTOTにより養成されて

いる。今後、プロジェクトの残りの期間で詳細計画が策定されることになっている。 

 

（3）財政面における持続性 

専門研修に必要な予算としては、保健局は2012年9月に実施された会議で研修の継続的な支

援（少なくとも2013年から2018年の期間実施予定の計6回分の研修）を約束している。専門研

修では全国から受講者が参加するが、宿舎についてNRHで不足する分はYGHが提供するとの

申し出もある。このように財政面における持続性も高い。 
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４－６ 結 論 

上述のとおり、プロジェクトの妥当性、有効性、効率性は高く、更なる正のインパクトも持続

性も近い将来期待できる。よってプロジェクトは予定どおり2013年7月に終了することが望ましい。 

具体的には、プロジェクトの目標はミャンマー政府の政策、リハビリテーション分野のニーズ、

日本のODA政策と整合性をもっている。また、NRHのリハビリテーションサービスの質の向上と

いうプロジェクト目標は達成されている。NRHの人材育成の中核機能、リハビリテーション病院

としての機能を強化するために、投入はミャンマー側と日本側の双方から適切に行われた。正の

インパクトとしては、NRH以外の病院でも業務改善は行われており、PT対象の研修が継続すれば

更なるインパクトも期待できる。 

このようにプロジェクトは成功裏に終了を迎えつつある。この成功を基に、ミャンマーにおけ

るリハビリテーション分野は次なるステージに到達している。それは、OTやSTを含むリハビリテ

ーションのサービス領域の拡大と、質の高いサービス提供範囲のミャンマー全国への拡大である。 
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第５章 提言と教訓 
 

５－１ 提 言 

本調査結果を基に、プロジェクトの更なる効果発現のために以下を提言する。 

 

５－１－１ 保健省保健局（DOH）に対する提言 

・ 次期「国家保健計画」において医療リハビリテーションの優先度を上げる。それによっ

て、PT専門研修が国家プログラムとして認識され、必要な予算が措置されることが期待

される。 

・ 既存のリハビリテーションサービスに加えて、OTやSTを含めてサービス領域を拡大す

る。 

・ PT対象の専門研修を少なくとも年に1回実施する。状況が許せば、実施回数を増加させる。 

・ PT専門研修を効果的に実施し、講師の負担を軽減するため、NRHほか関連病院に必要な

予算措置と事務職員の配置を行う。 

・ TOTで養成された人材が他病院に異動となった場合、その人材がPT専門研修に講師とし

て派遣されるよう所属病院に奨励する。 

・ PT専門研修の講師の動機づけとして、保健局（DOH）から相応の認定（昇級につながる

証書を授与するなど）を行う。 

・ PT専門研修のインパクトを測定するため、患者の満足度調査（上位目標の指標）をMGH、

NGH、YGHで実施する。加えて、プロジェクトに積極的に参加しているNOGHでも調査

を実施する。 

・ 今後、研修カリキュラムが改訂される際、OTやST以外にも、循環器疾患のPT、ICUにお

けるPTといった新しいトピックを加える。 

・ プロジェクトの成果をミャンマー全国に普及する。 

・ NRHに供与された資機材の維持管理用の予算を計上する。供与機材の中には修繕に大き

な費用を要するものもあり、NRH側だけで負担するのは難しいためである。 

 

５－１－２ 国立リハビリテーション病院（NRH）に対する提言 

＜残りのプロジェクト期間に対応が求められる提言＞ 

・ プロジェクトによって強化されたさまざまな業務システムのそれぞれについて、プロジ

ェクト終了後にどのように運用されるべきか考慮すること――例えば、責任者は誰か、

どのようなツール・フォーマットを使用するかなど。これらのシステムはNRHスタッフ

が負担なく対応できる運用方法である必要がある。 

・ JICA専門家と協力しながら、プロジェクト終了後の活動について具体的な活動計画を策

定する。それによって、NRHで強化されたリハビリテーションサービスを継続すること

ができる。 

 

＜プロジェクト終了後に対応が求められる提言＞ 

・ プロジェクトで得た経験を他の病院と共有する。PT専門研修以外にも、例えば、毎年実

施されているリハビリテーション学会やナショナル・フォーラムの機会を利用する。 
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５－１－３ 拡大HRDチームへの提言 

・ プロジェクトが終了する前に、JICA専門家と協力しながら、PT専門研修の実施に向けた

活動計画を策定する。 

・ 拡大HRDメンバーを主要な構成員としてPT専門研修の準備委員会を設立する。この委員

会は専門研修の運営ユニットとなると想定される。 

 

＜PT専門研修の準備委員会に対する提言＞ 

・ 保健省保健局（DOH）、NRH、YGH、NGH、MGH、NOGH、UMT等と綿密に連携しなが

ら、PT専門研修を運営する。これらの各関係者が自身の役割を明確に認識し、責任を果

たすようにファシリテートする。 

・ 各専門研修の終了時には、研修評価を行う。この結果を次回の研修の改善に活用する。 

 

５－１－４ その他の関係者に対する提言 

・ YGHはPT専門研修に対してもTOT同様の支援を行う。つまり、講師の選定や、運営委員

会への参加、講師の派遣、カリキュラムの改訂等において支援を行う。 

・ NGH、MGH、NOGH、UMT等は、TOT同様に、PT専門研修の運営に積極的に関与する。 

 

５－１－５ JICAに対する提言 

・ プロジェクトの効果を拡大するため、ミャンマー側に対して必要な支援を（それが適切

であれば）検討する。例えば、カリキュラム改訂に係る支援や関連分野（OT、PT、ST等）

のシニア海外ボランティア（SV）の派遣である。 

・ ミャンマーのリハビリテーション分野の発展を注視し、更なる協力について（それが適

切であれば）検討する。 

 

５－２ 教 訓 

これまで述べたように、本プロジェクトでは初期に投入・活動の遅れがあったものの、途中か

らの巻き返しにより、プロジェクト目標を達成するまでに至っている。また、上位目標の達成に

向けた準備も始まろうとしている。これを可能にしたのは、プロジェクト運営上の工夫と持続性

を意識した戦略策定であると思われる。これらについては第6章の団長所感でも具体的に述べられ

ている。 

 

５－２－１ プロジェクト運営上の工夫情報共有 

プロジェクトで共有が必要とされる情報のうち、最も重要なもののひとつはプロジェクトの

方向性と役割分担であるといえる。本プロジェクトでは、R/D上のカウンターパートとは別に、

プロジェクトの活動実施機関であるNRHを中心として、機能別のチームが複数組織化された。

これにより、効率的・効果的な情報共有とメンバーの高いコミットメントの維持が可能となっ

た。また、チームの構成を工夫することにより、活動実施を通じてNRHのチームアプローチが

より促進されることとなった。なお、これらはプロジェクトに特化したチーム編成であり、提

言にもあるように、プロジェクト終了後にどのような形で既存の組織・スタッフ体制に吸収さ

せるのかは、プロジェクト完了に向けた課題となっている。 
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５－２－２ 上位目標達成に向けたプロジェクト運営上の工夫 

本プロジェクトは完了までの残りの期間で、NRHにおけるプロジェクト成果の定着とPT専門

研修による全国のリハビリテーションサービスの質の向上に向けて体制が整備されることにな

っている。通常、プロジェクトはプロジェクト目標の達成に向けて集中的に投入が行われ、活

動が実施される。本プロジェクトでは、TOT運営の延長として、プロジェクト終了後に実施され

るPT専門研修の検討が終了時評価調査時点で既に開始されている。第1章の図1-1に「継続した

研修の実施」とあるものは、上位目標が達成されるために必要な外部条件になるが、プロジェ

クトではこれを担保するべく、PT専門研修の予算や具体的計画の策定をNRHが主導となって進

めるようファシリテートしているところである。このように、上位目標達成に向けた準備をプ

ロジェクトの成果を活用しながら具体的に進められるかどうか、そのための議論がプロジェク

ト期間中に始められるかどうかによって、上位目標の達成やプロジェクトの効果の持続性が大

きく影響される。この点で、本プロジェクトのTOT運営に基づくPT専門研修運営に向けた戦略

は参考となるものと思われる。 

 

５－２－３ 適切な指標の設定 

本プロジェクトではプロジェクト目標の指標に「3.NRHでの入院日数が減少する」が設定され

ていた。今般の終了時評価調査において、同指標で目標達成度の評価を試みたが、入院期間に

影響する変数はプロジェクト目標で言及されているリハビリテーションサービスの質以外にも

さまざまあることから、この指標はプロジェクト目標の指標として利用することは困難と判断

された。今後類似分野での協力を行う際、リハビリテーションサービスの質の変化を測る指標

として入院日数を設定する際には留意を要する。 
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第６章 団員所感 
 

６－１ 団長所感 

本プロジェクトは専門家、カウンターパート機関、国内関係機関、本邦研修にかかわる国内機

関、及び在外事務所・本部の協力によって、PDMにおいて設定したそれぞれの成果を上げ、プロ

ジェクト目標を達成した。また、プロジェクト終了後の上位目標の達成についても十分に期待で

きる状況にあることが確認できた。 

今回の調査を通して、急速に発展するミャンマーにおいて、交通事故や労働災害などの増加が

既に起っており、リハビリテーション医療のニーズと重要性が高まりつつあることが関係機関に

おいて認識されていることを実感するとともに、本プロジェクトが障害者とその家族をとりまく

医療と福祉の両面においてサービスの質の向上とそれにかかわる人材育成に寄与していることが

明らかになった。ミャンマーにおける医療リハビリテーションの発展はこれまでも関係機関によ

って進められてきたが、今回のプロジェクトがそれらの発展に相乗効果を及ぼす形で更なる発展

の基礎づくりに貢献したといえる。 

今回のプロジェクトの目標が達成されたことにより、ミャンマーの医療リハビリテーションの

発展は次の段階に入ったともいえる。それは既存のサービスの質の向上だけではなく、ひとつに

はこれまでの課題でもあったサービスの提供地域の拡大（特に農村部など）、もうひとつは提供す

るサービスの幅、具体的には今まで専門職の数が非常に限られていた作業療法（OT）や言語療法

（ST）などといったサービスの発展に取り組むべき段階になったといえる。また、既存の理学療

法（PT）やリハビリテーション看護などについても、急性期や呼吸・循環器系のリハビリテーシ

ョンなど今回のプロジェクトではカバーしきれていなかった課題についても更なる発展が求めら

れていることも明らかになった。プロジェクトは目標を達成したことにより終了となるが、今後

の急速な発展とともに増加してくるであろう医療リハビリテーションに対する種々のニーズの高

まりにミャンマー政府がどのように対応していくかを注視し、必要かつ適切と思われる場合には、

本プロジェクトの成果を基礎に、更なる発展に寄与することを検討していくことも重要であると

考える。 

本プロジェクトを巡っては、前半期間はプロジェクトとしての活動が軌道に乗らず、在外事務

所や本部からプロジェクト運営という点に対して支援が必要であった。しかしながら、プロジェ

クト後半は新しく派遣された長期専門家を中心に活動が順調に実施され、終了時には成果と目標

を達成することができた。この初期の課題とその対応、また、後半の課題解決とプロジェクト終

了後に向けての取り組みなど、プロジェクトの実施から学ぶべきことは多い。これらを踏まえ、

本所感においては、JICAにとっても重要な学びとなる以下の2点に絞って所感をまとめる。 

 

（1）プロジェクト前半の実施・運営の課題 

プロジェクトの前半においてプロジェクトがなかなか軌道に乗らなかったのは、当時のミ

ャンマー政府の行政実施状況も影響していたが、原因はそれだけではなく、プロジェクト関

係者・機関がプロジェクトの運営という点において果たすべき役割を十分に理解しその責任

を的確には担ってこなかったことも一因であったと考える。JICAのプロジェクトを実施して

いくには、関係者・機関との意思統一を進めることや協力関係を樹立すること、プロジェク

ト目標に沿ってプロジェクトの枠組みや活動内容を明確にし、協力という方法によってそれ
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を計画に沿って実施していくことなど、分野の専門性とは異なるプロジェクト運営の能力や

役割、またその責任を担うことが求められる。しかし、プロジェクト前半はこの点の役割が

十分に果たされていないために、プロジェクトの実施に課題を残した。 

プロジェクト後半は新しく赴任した専門家による新体制の下、この課題を認識したうえで

のプロジェクト運営がなされ、当初の課題は適切に解決され、プロジェクトは効果的に実施

された。結果、本調査報告で述べたとおり、当初設定したプロジェクト目標を達成すること

ができた。これはプロジェクト後半の専門家が分野の専門性だけではなく、プロジェクト運

営のための責任と役割をカウンターパートと共に十二分に果たしたことの証といえる。 

プロジェクトの実施においては、プロジェクトの内容や求められる専門性に対する点は当

然であるが、運営の点に対しても適性を的確に判断し、プロジェクト実施中はその運営に対

して必要な支援や介入を適切に行っていくことが求められる。 

 

（2）プロジェクト上位目標の達成に向けて 

プロジェクト実施期間中に、プロジェクト終了後を見据え、プロジェクトの成果をいかに

上位目標の達成につなげ、関連分野の更なる発展を実現していくかという戦略や方法論をカ

ウンターパートと協力して形成していくことは重要である。本プロジェクトでは、プロジェ

クト終了後の研修の実施に関する具体的な協議や予算の確保がプロジェクト実施中に進めら

れている。それらによって、インパクトや持続性の点においても本プロジェクトは高く評価

された。 

本プロジェクトにおいてはこれらの準備は進められているものの、プロジェクト期間中に

生み出した成果全体を見据え、それらをプロジェクトという大きなインプットがなくなった

状況でカウンターパートがどのように活用し発展させていくかという具体的な方法（論）の

形成については更なる発展の余地があると思われる。プロジェクト期間中にどれだけそのよ

うな終了後を見据えた準備作業ができるかが上位目標の達成とプロジェクト成果の活用に大

きな影響を与えると考える。 

例えば、通常プロジェクトの活動計画（Plan of Operation：PO）はプロジェクト期間（例：

本プロジェクトは2008～2013年の5年）だけのものがつくられるが、その計画自体を上位目標

の年限を含めたもの（例：本プロジェクトでは2008～2016/2018の8～10年）とすることで、視

覚的にもまた意識の中でもプロジェクト終了後を意識した活動ができるであろう。特にプロ

ジェクト後半は、単にプロジェクト目標の達成だけではなく、終了後のカウンターパートに

よる「活動計画書」を作成するくらいの協力も必要であろうと考える。 

 

以上、プロジェクトの実施という点から2点に絞り総括所感とした。既に周知のことではあるが、

プロジェクトの実施においては、専門（性）に加えてプロジェクト運営という視点が重要である

こと、そして、できるだけ長いスパンを見据えたうえで、その通過地点としてプロジェクトの目

標達成があること、これらの2点を意識したプロジェクトの実施が重要であることを、本プロジェ

クトを通して改めて学び確認した。 
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６－２ リハビリテーション医療団員所感 

初めて視察した2009年7月と比べ、今回の調査では国立リハビリテーション病院（NRH）、ヤン

ゴン総合病院（YGH）における医療リハビリテーションの急速な発展を確認することができ、感

銘を受けた。以下に、ミャンマーにおけるリハビリテーション、特に医療面での発展を維持し、

拡大するための提言を含めて所感を述べる。 

 

（1）ミャンマーにおける保健・医療におけるリハビリテーション展開のあり方 

リハビリテーションはかつて医学の第3相と呼ばれた。すなわち、予防医学と治療医学に次

いでリハビリテーション医学の順に並べられ、治療終了後の療法のイメージをもたれた。今

日では更に健康増進を加えて保健・医療の4つの主要な要素とされている。この間のリハビリ

テーション医学の発展により、リハビリテーションの早期介入が患者のアウトカムを高める

ことが実証され、リハビリテーションはできるだけ早期より開始すべき、すなわち急性期の

医療と並行して実施することが求められるようになった。ミャンマーには解決すべき医療の

課題が少なくないと思われるが、この段階でリハビリテーションを強化することは、医療全

体の向上のため時宜を得たものと考えられる。 

今後、ミャンマーにおける保健・医療の展開を図るうえで、予防と診断・治療とリハビリ

テーションにかかわる医療を、同時並行で整備することが望まれる。 

 

（2）リハビリテーションの包括性 

保健・医療の整備において、医療リハビリテーションは重要な分野となっているが、リハ

ビリテーションは保健・医療の枠を越えた包括的な概念である。身体機能の改善を図る介入

からインクルージョンを促進するために考案された総合的な取り組みまでを含み、いまだ統

一的な概念の枠組みを欠いているとさえいわれる。医療においては、疾病の治療において患

者さんの生活活動や社会参加を最大限達成することをめざし、ライフにおける生命の維持と

並んで生活の向上を図る領域である。 

したがって、医療リハビリテーションは包括的なリハビリテーションの中の一部であり、

活動の制限や参加の制約に対しては病院における医療の枠を超えた取り組みが医療リハビリ

テーションと同時並行して行われる必要がある。こうした理解は、ミャンマーにおいても数

年前に比べ、NRHに医療ソーシャルワーカー（MSW）が配置されるなど、医療リハビリテー

ションのスタッフ内で普及しつつあることが実感された。 

 

（3）ミャンマーにおける医療リハビリテーションの展開 

医療リハビリテーション発展の初期のリハビリテーションチームは、伝統的医療職種であ

る医師、看護師、理学療法士（PT）から成り、次の段階では作業療法士（OT）、言語聴覚士

（ST）、義肢装具士（P&O）というさまざまなリハビリテーション専門職の必要性が認識され、

リハビリテーションチームに含まれる専門職種が拡大してきた。 

日本においても、現代的な医療リハビリテーションを主として米国から学ぶことから始め、

専門職の養成を計画した。まず、厚生省は1950年代に医療保険システムを整備し、リハビリ

テーション技術士の養成を議論し、1963年にPTとOTを養成するためのリハビリテーション専

門学校（ポリテクスクールのレベル）を開設し、国家試験による資格制度を確立した。その



 

－32－ 

約10年後、医療リハビリテーションに対する診療報酬の点数をつけるという仕掛けを行い、

その後もリハビリテーションサービスを普及するための診療報酬を拡大し、全国の病院にリ

ハビリテーションが浸透し、展開された。現在では、言語聴覚士（ST）、義肢装具士（P&O）

なども含めて、全国の4年制大学レベルでリハビリテーション専門職の養成が盛んに行われて

いる。 

こうした医療保険制度での配慮、専門職の養成の拡大により、今日の日本のリハビリテー

ションは他の先進諸国に比べても高いレベルにある。 

ミャンマーにとって、このような日本でのリハビリテーション発展の過程は参考になるも

のと思われる。ミャンマーにおいても、次のステップとしてリハビリテーション専門職（特

に、OT及びST）の養成を開始することが望まれる。また、医療リハビリテーションを全国の

病院に普及するためには、リハビリテーションサービス提供に対するインセンティブの仕組

みを制度的に配慮することが有用であろう。 
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